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Ⅰ 計画に関する基本的事項 

１  計画策定の主旨 

○ 酒類は、私達の生活に豊かさと潤いを与えるものであるとともに、酒類に関する 

伝統と文化は、私達の生活に深く浸透しています。本県は南部杜氏発祥の地として 

全国に知られており、本県で生産された酒類は国内外で高い評価を受ける等、酒類 

の製造は産業としても重要な位置づけにあります。 

○ 一方で、多量の飲酒、20 歳未満の飲酒、妊婦の飲酒等の不適切な飲酒は、アルコ 

ール依存症、様々ながん、認知症や胎児性アルコール症候群等、アルコール健康障 

害の原因となることが指摘されており、本人の健康問題だけではなく、その家族の 

健康や日常生活・社会生活に深刻な影響を与え、飲酒運転、暴力、虐待、自殺等、 

重大な社会問題を生じさせる危険性も高くなっています。 

○ 平成 22 年５月に開催された世界保健機関（ＷＨＯ）総会において、「アルコール 

 の有害な使用を低減するための世界戦略」が採択され、平成 25 年にＷＨＯが発表し 

た「Global Action Plan 2013-2020」では９つの自発的世界目標の一つとして「ア 

ルコールの有害な使用の少なくとも 10％の削減」が掲げられたことを受け、わが国 

では、平成 26 年６月に「アルコール健康障害対策基本法（平成 25 年法律第 109 

号）」が施行されました。 

○ 国は、平成 28 年５月に、アルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進する 

ための「アルコール健康障害対策推進基本計画」を策定し、令和３年３月には、第 

２期のアルコール健康障害対策推進基本計画を策定しています。 

○  国の基本計画で、令和２年度までに全都道府県で計画を策定することが目標とさ 

れ、本県においても、平成 30 年３月に「岩手県アルコール健康障害対策推進計画」 

を策定し、関係機関・団体が連携して県内におけるアルコール健康障害対策を総合 

的かつ計画的に推進することにより、アルコール健康障害の発生、進行及び再発の 

防止やアルコール健康障害を有する者等に対する支援の充実に努めてきました。 

○ また、公営競技やぱちんこをはじめとするギャンブル等は、多くの人々が趣味の 

一つとして健全に楽しんでいる一方、本人も気付かない間に、脳の機能に異常をき 

たし、自分の意志ではコントロールできない状態（ギャンブル等依存症）となる 

と、本人やその家族の日常生活・社会生活に深刻な影響を与え、多重債務、貧困、 

虐待、自殺、犯罪等の重大な社会問題を引き起こすおそれがあります。 

○  ギャンブル等依存症は、誰もがなり得る可能性があり、適切な支援によって回復 

可能であるものの、ギャンブル等依存症である者や家族が問題の深刻さを認識しに 

くいこと、対応に当たる専門医療や相談支援体制が乏しいこと、治療や相談支援等 

に必要な情報を得にくい等の理由から、ギャンブル等依存症である者やその家族に 

対する支援が十分ではない現状にあります。 
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○ 国においては、「ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進し、もって 

国民の健全な生活の確保を図るとともに、国民が安心して暮らすことのできる社会 

の実現に寄与すること」を目的とした「ギャンブル等依存症対策基本法（平成 30 年 

法律第 74 号、以下「基本法」という。）」を平成 30 年 10 月に施行しました。 

また、平成 31 年４月に、同法に基づく「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」 

を策定し、令和４年３月には、第２期ギャンブル等依存症対策推進基本計画を策定 

しています。 

○ 本県においては、令和３年３月に「岩手県ギャンブル等依存症対策推進計画」を 

策定し、関係機関・団体が連携して、県内におけるギャンブル等依存症対策を総合 

的かつ計画的に推進することにより、ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の 

防止やギャンブル等依存症である者等に対する支援の充実に努めてきました。 

  ○ アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策は、共通する課題や取組が多い

ため、区分にとらわれず相互に連携を図りながら、総合的に対策を推進する必要が

あります。 

     「岩手県アルコール健康障害対策推進計画」及び「岩手県ギャンブル等依存症対策

推進計画」を統合し、関係機関・団体と連携しながら、本計画に基づきアルコール

健康障害及びギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進することで、県民

が生涯にわたり心身ともに健やかに生活できる環境づくりに寄与することにより、

いわて県民計画（2019～2028）に掲げる基本目標である「お互いに幸福を守り育て

る希望郷いわて」を目指します。 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、アルコール健康障害対策基本法第 14 条第１項に規定されている「都道 

府県アルコール健康障害対策推進計画」及びギャンブル等依存症対策基本法第 13 条第 

１項に規定されている「都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画」に位置づけるも 

のであり、「岩手県保健医療計画」、「いわて健康 21 プラン」等、その他の保健・医 

療・福祉に関する計画との調和を図りつつ、本県のアルコール健康障害及びギャンブ 

ル等依存症対策に係る基本的な考え方や方向性を実現するための取組及び目標等を明 

らかにするものです。 

３ 計画の期間 

この計画は、令和６年度を初年度とし、令和 11 年度までの６か年計画とします。 

４ アルコール健康障害の定義 

⑴ アルコール依存症の医学上の定義 

アルコール依存症は、古くから「慢性中毒」、「嗜癖」、「依存」等、様々な用 

語で定義されてきましたが、1970 年代後半にＷＨО（世界保健機関）において、 

「アルコール依存症候群」として疾病概念が示されました。 
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その後、ＩＣＤ-10（疾病及び関連保健問題の国際統計分類（国際疾病分類）第 

10 版 1990 年）において、摂取すると、酩酊等の快反応が得られるために連用、乱 

用されやすく、その使用が他のいかなる行動よりも、より高い優先度を持つように 

なる状態、すなわち依存状態をもたらす 10 種類の精神作用物質（①アルコール、 

②アヘン類、③大麻類、④鎮静剤または睡眠剤、⑤コカイン、⑥カフェイン及び他 

の精神刺激剤、⑦幻覚剤、⑧タバコ、⑨揮発性溶剤、⑩多剤及び他の精神作用物 

資）による、物質使用障害の一つとされました。 

また、ＡＰＡ（アメリカ精神医学会）が刊行する診断マニュアルの最新版である 

ＤＳМ－５（精神疾患の分類と診断の手引き第５版 2013 年）においては、「アルコ 

ール使用障害」として診断基準が定められた精神疾患の一つに分類されています。 

⑵ アルコール健康障害の法律上の定義 

  アルコール健康障害対策基本法第２条において『「アルコール健康障害」とは、 

アルコール依存症その他多量の飲酒、二十歳未満の者の飲酒、妊婦の飲酒等の不適 

切な飲酒の影響による心身の健康障害」』と定義されています。 
 

●コラム No.１ ＤＳＭ-５ によるアルコール使用障害の診断基準  

アルコールの使用（摂取）により、臨床的に意味のある機能障害または苦痛が生じ、その人 

が過去 12カ月間に以下のうち２つ(またはそれ以上）を示している場合、アルコール使用障害

とする。 

⑴ 意図していたよりも大量に又は長期間にわたって使用。 

⑵ アルコールの使用を減量又は制限したいと思っても成功しない。 

⑶ アルコールを得るため、使用するため、あるいは回復するための時間が長い。 

⑷  アルコールの使用への強い欲求。 

⑸ アルコールの使用により、仕事、学校、家庭での役割を果たせないことがある。 

⑹ アルコールの影響により、持続的又は反復的に社会的、対人的問題が生じているのにも

関わらず、使用を続ける。 

⑺ アルコールの使用のために、重要な社会的、職業的または余暇の活動を放棄又は縮小し

ている。 

⑻ 身体的に問題がある状態でもアルコールを使用する。 

⑼ 精神的・身体的問題がアルコールによって生じていることがわかっていても、使用を続 

ける。 

 ⑽ 耐性  

   ａ 期待した効果に達するために、著しく増大した量のアルコールが必要。 

   ｂ 同じ量のアルコール使用で、効果が著しく減弱する。 

 ⑾ 離脱症状 

   ａ アルコールに特有の離脱症状（睡眠障害、震え、落ち着きのなさ、吐き気、発汗、 

激しい心臓の鼓動、発作等）がある。 

   ｂ 離脱症状を軽減させるために、アルコールを使用する。 

 

 
 

軽度 ：２〜３項目の基準に当てはまる。 
中等度：４〜５項目の基準に当てはまる。 
重度 ：６項目以上の基準に当てはまる。 
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５ ギャンブル等依存症の定義  

⑴ 医学上の定義 

ギャンブル等依存症は、1970 年代後半にＷＨО（世界保健機関）において「病的 

賭博」という名称で正式に疾患として認められましたが、その後の研究により、ギ 

ャンブルが「やめたくても、やめられない」行動嗜癖のメカニズムとアルコール依 

存症や薬物依存症等の物質使用障害との類似点が判明したため、ＩＣＤ-10（疾病 

及び関連保健問題の国際統計分類（国際疾病分類）第 10 版 1990 年）において、ア 

ルコール依存症等の物質使用障害と同じ疾病分類（物質使用障害及び行動嗜癖）に 

「病的賭博」として、最新版のＩＣＤ-11（同第 11 版 2018 年）においては「ギャン 

ブル障害」として位置づけられています。 

また、ＡＰＡ（アメリカ精神医学会）が刊行する診断マニュアルの最新版である 

ＤＳМ－５（精神疾患の分類と診断の手引き第５版 2013 年）においても、「ギャン 

ブル障害」として、診断基準が定められた精神疾患の一つに分類されています。 

⑵ 法律上の定義 

ギャンブル等依存症対策基本法第２条において「『ギャンブル等依存症』とは、 

ギャンブル等（法律の定めるところにより行われる公営競技、ぱちんこ屋に係る遊 

技その他の射幸行為をいう。（中略））にのめり込むことにより日常生活又は社会 

生活に支障が生じている状態」と定義されています。 

●コラム No.２ 「ギャンブル等」について 

上記の説明のとおり、基本法において「ギャンブル等」は、「法律の定めるところにより行

われる公営競技、ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為＊」とされていますが、国の基本計

画では、現時点で以下の競技等を対象としており、本県の計画においてもこれらを対象として

います。 

なお、ギャンブル「等」依存症となっているのは、法律上でギャンブルとされていない、ぱ

ちんこ、パチスロが対象に含まれているためです。 

  

    

   

※ギャンブル等依存症問題啓発週間（令和５年度） 

啓発ポスター（内閣府） 

【公営競技】 

競馬、競輪、競艇、オートレース 

【ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為】 

ぱちんこ、パチスロ、宝くじ、株、ＦＸ 等 
 

 

 

＊ 射幸行為とは、偶然に得られる成功や利益を当てに
する行為のこと。 

  近年、オンラインゲームの中には、電子くじを引か
せる等、偶然性を利用してゲームを有利に進めるアイ
テム等を有料で提供する課金システムを有するものが
見受けられますが、ギャンブル等と同じような射幸性
が高いものもあるとされています。 
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●コラム No.３ ＤＳＭ-５ によるギャンブル障害の診断基準 

Ａ.  臨床的に意味のある機能障害または苦痛を引き起こすに至る持続的かつ反復性の問題賭

博行為で、その人が過去 12 カ月間に以下のうち４つ(またはそれ以上）を示している。 

⑴ 興奮を得たいがために、掛け金の額を増やし賭博をする欲求。 

⑵ 賭博をするのを中断したり、又は中止したりすると落ち着かなくなる。いらだつ。 

⑶ 賭博をするのを制限する、減らす、中止したりする等の努力が繰り返し成功しなかっ

たことがある。 

⑷  しばしば賭博に心を奪われている（例： 過去の賭博体験を再体験すること、ハンディ

をつけること、または次の賭けの計画を立てること、賭博をするための金銭を得る方法

を考えること、を絶えず考えている）。 

⑸ 苦痛の気分（例： 無気力、罪悪感、不安、抑うつ）のときに賭博をすることが多い。 

⑹ 賭博で金をすった後、別の日にそれを取り戻しに帰ってくることが多い（失った金を

“深追いする”）。 

⑺ 賭博へののめり込みを隠すために、嘘をつく。 

⑻ 賭博のために、重要な人間関係、仕事、教育、または職業上の機会を危険にさらし、 

 又は失ったことがある。 

⑼ 賭博によって引き起こされた絶望的な経済状態を免れるために、他人に金を出してく 

 れるよう頼む。 

Ｂ.  その賭博行為は、躁病エピソードではうまく説明されない。 

 

 

 

軽度 ：４〜５項目の基準に当てはまる。 
中等度：６〜７項目の基準に当てはまる。 
重度 ：８〜９項目の基準に当てはまる。 
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Ⅱ 本県の状況  

１ 本県のアルコール健康障害をめぐる状況 

⑴ 岩手県内のアルコール消費量 

○ 本県における成人１人当たりの酒類販売（消費）数量は、平成 29 年度以降、85 

リットル前後で推移しており、減少傾向であるものの、全国平均を上回っていま 

す。（図１） 

 ○ 酒類の種類別に見ると、本県では「清酒」が約 1.2 倍、「連続式蒸留焼酎1」が

全国平均の約 1.8 倍、「発泡酒」が全国平均の約 1.3 倍、「リキュール2」が約

1.3 倍の販売（消費）数量となっています。（表１） 

図 1 成人一人当たりの酒類販売（消費）数量 

  
 

 
表 1 令和３年度成人 1 人当たりの酒類販売（消費）数量（種類別） 

    

【出典】国税庁「酒税」より障がい保健福祉課作成                         

                                                
1  アルコール含有物を連続式蒸留機により蒸留したもの（アルコール分が 36 度未満のもの）で、高純度のアルコールが 

取り出される。チューハイや果実酒等に使用される。 
2  酒類と糖類等を原料とした酒類でエキス分が２度以上のもの。チューハイやビールに類似した低価格の酒類（いわゆ 

る「新ジャンル飲料」）が大部分を占める。 

80.5
79.3

78.2

70.6
73.4

88.0 87.7
85.6

84.5 84.6

70.0

74.0

78.0

82.0

86.0

90.0

H29 H30 R1 R2 R3

全国 岩手県

（単位：ℓ）

清酒 合成清酒
連続式蒸
留焼酎

単式蒸留
焼酎

みりん ビール 果実酒 甘味果実酒

全国 3.9 0.2 3.0 3.6 0.9 17.7 3.4 0.1

岩手県 4.7 0.3 5.3 2.7 0.4 17.8 2.3 0.1

ウイスキー ブランデー 発泡酒
スピリッツ
等

リキュール その他 合計

全国 1.6 0.0 5.6 7.3 23.1 3.0 73.4

岩手県 1.9 0.0 7.1 7.9 29.8 4.3 84.6

（単位：ℓ） 



7 

 

⑵ 岩手県民の飲酒の状況 

○ 令和４年度岩手県「県民生活習慣実態調査」では、生活習慣病のリスクを高め 

る量を飲酒している者の割合は、男性は 14.0％、女性は 9.9％と、前回調査（平 

成 28 年度）と比較すると、男性は減少している一方、女性は増加しています。 

（図２） 

 また、全国（令和元年度：男性 14.9％、女性 9.1％（厚生労働省「国民健康・ 

栄養調査」））の女性の割合と比較しても、本県の女性の割合は高くなっていま 

す。 

○ 20 歳未満の飲酒の割合は年々低下傾向にあり、平成 28 年度調査及び令和４年 

度調査では、20 歳未満の飲酒割合が 0.0％となりました。（図３） 

○ 令和４年中に補導された不良行為少年のうち、飲酒による補導は 92 人で、補導 

全体の 14.1％と、平成 30 年度と比較すると３倍以上増加しており、潜在的に少 

なくない 20 歳未満の者が飲酒していることが危惧されています。（表２） 

○ 妊婦の飲酒の割合は令和元年度以降横ばい状態で、令和４年度調査では、1.0％ 

の妊婦が飲酒している状況にあり、全国（令和４年度:0.9％（厚生労働省「乳幼 

児健康診査問診回答状況」））とほぼ同じです。（図４） 

図 2 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者  

  
  【出典】岩手県「県民生活習慣実態調査」 

 
 
 

【生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者とは】 
 １日当たりの純アルコール摂取量が男性 40g（４ドリンク3）以上、女性 20g（２ドリンク）以
上の者。純アルコール量 40g（４ドリンク）は、ビール（５％）500mL 缶２本、日本酒（15％）
1.8 合（330mL）、チューハイ（７％）350mL 缶２本に相当する。 

                                                
3  「ドリンク」は純アルコール換算の単位で、１ドリンクは純アルコール換算で 10g である。酒類のドリンク換算表は 

99 ページを参照。 

17.5

14.0

9.6
9.9

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

H28 R4

岩手県男性 岩手県女性

（単位：％） 
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図 3 20 歳未満の飲酒の割合 

 

※ 県内の無作為抽出した地区の住民を対象にした調査であり、本調査結果は「あなたはお酒を飲みますか」との 

設問に回答した 15 歳以上 20 歳未満の者のうち飲酒している者の割合である。 

   【出典】岩手県「県民生活習慣実態調査」   

表 2 不良行為少年補導人数 

（単位：人） 

 

【出典】岩手県警察本部人身安全少年課調べ 
                           

図 4 妊婦の飲酒の割合                                                                     

 

【出典】いわて健康データウェアハウス 

 

17.5

4.8

2.6

0.0
0.0

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

H16 H21 H24 R28 R4

H30 R1 R2 R3 R4

総数 3,051 2,253 617 523 652

　うち飲酒 104 110 58 58 92

構成比 3.4% 4.9% 9.4% 11.1% 14.1%

1.7

1.1

0.9

1.1
1.0

0

0.4

0.8

1.2

1.6

2

H30 R1 R2 R3 R4

（単位：％） 

（単位：％） 
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⑶ アルコールによる健康障害 

○ アルコールは、様々な健康障害との関連が指摘されており、アルコールの多飲 

は様々ながん等の疾患や自殺等のリスクを高めると指摘されています。（図５） 

 アルコール性肝疾患は、まずはアルコール性脂肪肝として発症し、飲酒の継続 

により、アルコール性肝炎、アルコール性肝線維症に移行し、アルコール性肝硬 

変や肝細胞がんへ進行するとされています。 

また、飲酒は食道がん、大腸がんとの強い関連もあり、女性は、乳がんのリス 

クが高くなることが指摘されています。4 

○ 女性は、男性よりも少ない飲酒量で生活習慣病のリスクが高くなること、男性 

よりも短期間の飲酒でアルコール依存症を発症する傾向があることが指摘されて 

います。 

○ 20 歳未満の者の飲酒は、20 歳以上の者の飲酒と比べて、急性アルコール中毒や 

臓器障害を起こしやすいほか、飲酒開始年齢が若いほど将来のアルコール依存の 

危険が高くなります。5 

      ○ 妊婦の飲酒は、妊婦自身の妊娠合併症等の危険を高めるだけでなく、胎児・乳 

児に対して、胎児性アルコール症候群（低体重・顔面を中心とする奇形・脳障害 

等）を引き起こす可能性があります。 

胎児性アルコール症候群には治療法がなく、少量の飲酒でも、また、妊娠中は 

どの時期の飲酒でも生じる可能性があります。6 

      ○ アルコール依存症とうつ病は合併頻度が高いほか、大量の飲酒は認知症の危険 

性を高めます。6 

      ○ アルコールと自殺は強い関係があり、自殺した人のうち３分の１の割合で直前 

の飲酒が認められるほか、習慣的な大量飲酒も自殺の危険性を高めます。6 

    ○ 成人の飲酒行動に関する調査7では、アルコール依存症経験者は 54 万人との報 

告があります（平成 30 年人口における推計数）。 

この結果から、本県の平成 30 年の 20 歳以上の人口を基に、本県のアルコール 

依存症の生涯経験者を推計すると約 5,400 人8となります。 

   ○ 同調査において、現在アルコール依存症の基準に当てはまる者の推計数は 25 万 

人と報告されています。この結果から本県の平成 30 年の 20 歳以上の人口を基に 

本県のアルコール依存症の基準に当てはまる者を推計すると、約 2,500 人9となり 

ます。 

                                                
4  国立がん研究センターがん情報センター発行 「301 科学的根拠に基づくがん予防」 
5 健康いわて 21 プラン（第３次）34 ページ。 
6 厚生労働省生活習慣病予防のための健康情報サイト（https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/）  
7 ＡＭＥＤ「アルコール依存症の実態把握、地域連携による早期介入・回復プログラムの開発に関する研究」（研究代表 

者 樋口進）2016－2018  
8  日本人口（20 歳以上、105,112 千人）に占める岩手県人口（20 歳以上、1,044 千人）の割合（0.99％）×アルコール 

依存症の経験者の日本人口における推計数（54 万人）で算出。 
9  日本人口（20 歳以上、105,112 千人）に占める岩手県人口（20 歳以上、1,044 千人）の割合（0.99％）×現在アルコ 

ール依存症の基準に当てはまる人の日本人口における推計数（25 万人）で算出。 
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○ 令和４年度の全国のアルコール依存症による入院者数は約 9,000 人（図６） 

で、本県におけるアルコール依存症者の入院者数は約 100 人（図７）、通院者数 

は約 400 人（図８）となっています。 

本県のアルコール依存症の基準に当てはまる人の推計数約 2,500 人のうち、入 

院又は通院につながっている人の割合は、約２割であり、多くの人がアルコール 

依存症の治療につながっていないことが推測されます。 
 

図 5 アルコールによる健康問題 

 

  【出典】岩手県精神保健福祉センター「依存症家族教室」資料より 

図 ６ 全国のアルコール依存症者の受療状況（入院） 

 

※ 精神科病院の入院患者のうち、「アルコール使用による精神及び行動の障害」に分類されている者の数（基準 

日：毎年６月 30 日） 

 【出典】国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所「精神保健福祉資料」 

 

9,297 8,830 8,607 8,116 7,893 

1,363 
1,266 1,221 

1,182 1,232 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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男性 女性

（単位：人） 
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図 ７ 本県のアルコール依存症者の受療状況（入院） 

 

※ 精神科病院の入院患者のうち、「アルコール使用による精神及び行動の障害」に分類されている者の数（基準 

日：毎年６月 30 日）        

【出典】国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所「精神保健福祉資料」 

図 8 本県のアルコール依存症者の受療状況（通院） 

 

※ 自立支援医療（精神通院医療）受給者のうち、「アルコール使用による精神及び行動の障害」に分類されてい 

る者の数（基準日：毎年度末） 

                                【出典】岩手県保健福祉部障がい保健福祉課調べ                                
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⑷ アルコールによる社会的影響 

【アルコール・ハラスメント】 

     アルコールは、心身への影響のみならず、多くの社会問題との関連が指摘さ 

れており「アルコール・ハラスメント10」（飲酒に関連した嫌がらせや迷惑行 

為及び人権侵害）もその一つです。 

【泥酔者等保護】 

令和４年の「警察官職務執行法」に基づく泥酔者保護件数と、「酒に酔つて

公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律」に基づく、酩酊者保護件数の

合計は、631 件でした。（表３） 

表 3 泥酔者（酩酊者）保護件数 

                                 （単位：人） 

 

                             【出典】岩手県警察本部生活安全企画課調べ 
                            

【飲酒運転等】  

令和４年の飲酒運転検挙者数は 261 人（表４）、飲酒運転による交通事故 

（人身事故）の件数は 14 件でした。（表５） 

表 4 飲酒運転検挙者数 

                                 （単位：人） 

 
 
                                                     【出典】岩手県警察本部交通企画課調べ 

表 5 飲酒運転による交通事故（人身事故） 

     

 【出典】岩手県警察本部交通企画課調べ 

 

 

 

                                                
10 特定非営利活動法人ＡＳＫ（アルコール薬物問題全国市民協会）及びイッキ飲み防止連絡協議会では、以下の５項目 

をアルコール・ハラスメントとして定めている。1.飲酒の強要：上下関係・部の伝統・集団によるはやしたて・罰ゲー 

ム等いった形で心理的な圧力をかけ、飲まざるをえない状況に追い込むこと。2.イッキ飲ませ：場を盛り上げるため 

に、イッキ飲みや早飲み競争等をさせること。3.意図的な酔いつぶし：酔いつぶすことを意図して、飲み会を行うこと 

で、傷害行為にもあたる。4.飲めない人への配慮を欠くこと：本人の体質や意向を無視して飲酒をすすめる、宴会に酒 

類以外の飲み物を用意しない、飲めないことをからかったり侮辱する等。5.酔ったうえでの迷惑行為：酔ってからむこ 

と、悪ふざけ、暴言・暴力、セクハラ、その他のひんしゅく行為。 

H30 R1 R2 R3 R4

保護件数 868 792 734 655 631

年度 H30 R1 R2 R3 R4

検挙者数 122 123 110 320 261

年度 H30 R1 R2 R3 R4

件数 25件 22件 27件 14件 14件

死亡者数 2人 1人 4人 2人 3人
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⑸ アルコール依存症に係る医療提供体制等 

○ 県内のアルコール依存症に対応できる医療機関は、「いわて医療ネット」によ 

ると 53 か所あり、精神科病院以外にも、総合病院や地域の一般診療所等があり 

ます。（表６） 

○ アルコール依存症に係る専門医療機関（医療機関からの申請を受け、一定の要 

件を満たしていると認められる場合に、県が選定する。）は、令和４年度末時点 

で５か所選定しています。（図９） 

盛岡圏域（１か所）：ひめかみ病院 

岩手中部圏域（１か所）：国立病院機構花巻病院 

両磐圏域（１か所）：岩手県立南光病院 

宮古圏域（２か所）：三陸病院、宮古山口病院  

○ アルコール依存症の治療が可能な人材を育成し、地域におけるアルコール依存 

症治療の拠点となる専門医療機関の増加を図るとともに、必要な医療が受けられ 

るよう、関係機関との連携体制を整備する必要があります。 

○ アルコール依存症に係る医療は、近年大きく変化してきているといわれている 

一方、医療関係者等からは、最新のアルコール依存症に係る医療の情報が医療関 

係者に十分知られていない場合があるとの意見があり、医療を提供する側に向け 

て、アルコール依存症についての十分な知識を伝える取組が必要です。 

表 6 アルコール依存症に対応できる医療機関（令和５年９月現在） 

（単位：か所） 

２次医療圏 

 

 

盛
岡 

岩
手
中
部 

胆
江 

両
磐 

気
仙 

釜
石 

宮
古 

久
慈 

二
戸 

合
計 

精神科病院 8 4 1 1 2 1 2 1 1 21 

その他の病院 2 0 1 0 0 0 0 1 1 5 

診療所 14 5 2 5 0 0 1 0 0 27 

計 24 9 4 6 2 1 3 2 2 53 

うち専門医療機関 1 1 0 1 0 0 2 0 0 5 

【出典】いわて医療ネット http://www.med-info.pref.iwate.jp/ 

 

 

 

 

http://www.med-info.pref.iwate.jp/
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⑹ 本県におけるアルコール健康障害対策の取組状況 

平成 30 年３月に「岩手県アルコール健康障害対策推進計画」を策定し、以下の取 

組の実施により、アルコール健康障害の発生、進行及び再発の防止やアルコール健 

康障害を有する者等に対する支援の充実に努めてきました。 

【基本的施策及び目標の達成状況等】  

 

【主な実績】 

ア 正しい知識の普及及び不適切な飲酒を防止する社会づくり 

○ 県主催の「アルコール関連問題啓発フォーラム」、「依存症公開講座」を 

開催しました。 

○ アルコール関連問題啓発週間（11 月 10 日から 16 日）等の機会を活用した 

普及啓発を実施しました。 

○ 青少年の非行・被害防止県民運動（７月１日から８月 31 日）を実施し、県 

や市町村は、20 歳未満に飲酒をさせないための啓発や少年補導活動を行いま 

した。 

○ 県主催の「少年センター会議」において、飲酒の有害性等を含めた講義を 

実施しました。 

 

基本的な方向性 基本的施策 目標 目標の達成状況

達成

平成29年度末　71名
令和４年度末　77名

※県内の断酒会会員数と
ＡＡ参加者数の合計

４　アルコール依
　存症者が円滑に
　回復、社会復帰
　するための社会
　づくり

１　正しい知識の
　普及及び不適切
　な飲酒を防止す
　る社会づくり

未達成
男性 14.0％
女性 9.9％

※岩手県健康国保課Ｒ４
年11月実施「県民生活習
慣実態調査」より

２　誰もが相談で
　きる相談場所と
　必要な支援につ
　なげる相談支援
　体制づくり

達成

令和２年度に岩手県精
神保健福祉センターを
選定

３　保健・医療に
　おける質の向上
　と連携の促進

達成

令和４年度に５か所選定
①ひめかみ病院
②国立花巻病院
③県立南光病院
④三陸病院
⑤宮古山口病院

⑴　健康診断及び保健指導等：アルコール健康障害に関する調
　査研究結果の収集及び活用、特定健診の受診率や特定保健指
　導の実施率の向上の取組等を実施。
⑵　アルコール健康障害に係る医療の充実等：地域におけるア
　ルコール依存症の治療等の拠点となる専門医療機関を整備す
　るとともに、医療関係者に対する研修等を実施。

生活習慣病のリスクを
高める量を飲酒してい
る者の割合を、男性
13.0％、女性6.4％まで
減少させる。

地域における相談拠点
を1か所以上定める。

アルコール依存症に対す
る適切な医療を提供する
ことができる専門医療機
関を、1か所以上定める。

※ 医療機関からの申請を
受け、一定の基準を満たし
ている場合に県が選定。
（ギャンブル等依存症も同
様）

アルコール健康障害を
有する人等やその家族
による自助グループの
参加者数を増加させる。

⑴　教育の振興等：アルコール健康障害に関する知識の普及を
　図る。
⑵　不適切な飲酒の誘引の防止：アルコール健康障害を発生さ
　せるような不適切な飲酒を誘引することのないよう酒類業界
　の取組を促すとともに指導等を強化。

⑴　相談支援等：相談支援体制整備に向けた検討を行い、相談
　拠点や相談窓口を明確化し、周知するとともに、相談支援等
　を行う者を対象とした研修等を実施するほか、家族が正しい
　知識と対処法を学べる機会を作る。
⑵　アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした人に対す
　る指導等：飲酒運転をした者や暴力・虐待等の問題を起こし
　た人を、必要に応じて、アルコール関連問題の相談等につな
　ぐ。

⑴　社会復帰の支援：アルコール依存症が回復する病気である
　こと等を職場を含む社会全体に啓発するほか、回復支援に役
　立つ社会資源について情報提供する。
⑵　民間団体の活動に対する支援：行政機関は、自助グループ
　等と連携して、啓発活動や研修を行うとともに、民間団体の
　ミーティング活動等を支援し、問題解決に役立つ情報を提供
　する。
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○ 小学校、中学校、高等学校においては、学習指導要領を踏まえた教育や外 

部講師による指導等、教育を行いました。 

          ○ 県内の大学等高等教育機関においては、アルコール健康障害に関する講義 

等を行いました。 

○ 県においては、健康に配慮した飲酒について記載されているチラシを、全 

国健康保険協会岩手支部の加入事業所へ配布しました。 

      ○ 岩手県警察においては、飲酒運転に関する取締、泥酔者や酩酊者の保護を

行いました。 

      ○ 岩手県警察においては、安全運転管理者等講習における飲酒運転の根絶に 

向けた指導を行いました。 

○ 酒類業界においては、酒類販売管理研修を通じ、酒類の表示の基準、20 歳 

未満の者の飲酒防止に関する表示基準及び酒類の広告・宣伝及び酒類容器の 

表示に関する基準を設定し、その他酒類の販売業務で遵守すべき法令を学ぶ 

等、適切な飲酒環境を醸成するための取組を実施しました。 

      ○ 酒類業界においては、岩手県酒類業懇話会及び盛岡酒類業懇話会を通じ、

「酒類の広告・宣伝及び酒類容器の表示に関する自主基準」の遵守に係る周

知を実施しました。 

      ○ 岩手県警察においては、風俗営業管理者等に対し、管理者講習等を実施 

し、20 歳未満への酒類提供禁止と罰則について指導しました。 

      ○ 警察官による県内の営業所への立入・指導を行いました。 

          ○ 各警察署において、飲酒行為が認められた不良行為少年の補導を実施しま 

した。 

 

     イ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

     ○ 令和２年度、岩手県精神保健福祉センターを依存症相談拠点機関として選 

定し（図９）、相談に対応しました。（表７） 

     ○ 保健所や各市町村において、アルコール健康障害を含む相談に対応しまし 

た。（表８ ※県保健所のみ） 

     ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいて、断酒会員によるアルコール相談を

県内２か所（県央保健所及び久慈保健所）で実施しました。（表９） 

     ○ 東日本大震災津波の被災者に対する中長期的なこころのケアを実施してい

くための拠点として、矢巾町に「岩手県こころのケアセンター」、沿岸４か

所に「地域こころのケアセンター」を設置し、アルコール健康障害を含むこ

ころの相談に対応しました。（表 10） 
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     ○ 東日本大震災津波の被災地で相談支援等を行う生活支援相談員の活動の中

で、アルコール健康障害に関する相談対応や、保健所等へのつなぎ支援を行

いました。 

     ○ アルコールに関する問題を抱える家族を対象とした家族教室を開催しまし 

た。（図 10） 

     ○ 県障がい保健福祉課においては、県内の医療機関や支援機関に対し、依存

症対策全国拠点機関（以下、「依存症対策全国センター」と記載する。）が

実施する「依存症対応指導者養成研修」及び「地域生活支援指導者養成研

修」に係る情報の提供や受講を促進しました。 

     ○ 「精神保健福祉基礎研修」等で、岩手県精神保健福祉センターが講師とな

り、相談支援に携わる職員等を対象とし、アルコール依存症について講義し

ました。 

     ○ 県においては、潜在的なアルコール依存症患者等に対応する機会がある生

活の支援を行う者を対象とした「地域生活支援研修」等を実施しました。 

     ○ 岩手県警察においては、飲酒運転をした者に対する運転免許証取消処分者

講習の受講者に対して、アルコール関連問題に係る相談窓口の案内文書を配

布する等、関係機関と連携し、相談へ繋げるための周知を行いました。 

表 7 岩手県精神保健福祉センターにおけるアルコールに関する精神保健相談件数 

                                    （単位：件）  

 

     表 8 県保健所におけるアルコールに関する精神保健相談件数 

 （単位：件） 

 

 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4

来所相談 16 18 26 18 25

電話相談 101 86 157 167 136

計 117 104 183 185 161

H30 R1 R2 R3 R4

面接 156 124 116 221 136

電話 31 54 32 54 24

所外相談 面接 70 39 43 35 30

257 217 191 310 190

所内相談

計
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     表 9 断酒会員によるアルコール相談件数（岩手県精神保健福祉センター主催） 

                                                                 （単位：件） 

 

     表 10 こころのケアセンターにおける飲酒の問題に関する相談件数  

                                                                       （単位：件） 

 

                   【出典】表 7～10 保健福祉部障がい保健福祉課調べ、件数は延べ件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

H30 R1 R2 R3 R4

面談相談 35 26 7 14 10

計 35 26 7 14 10

H30 R1 R2 R3 R4

相談件数 24 36 30 97 45
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図９ アルコール依存症相談拠点機関・アルコール依存症専門医療機関（令和５年３月末時点） 

 

 

 

（凡例） 

 ◆：アルコール依存症相談拠点機関 

 〇：アルコール依存症専門医療機関 
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図 10 アルコール家族教室、アルコール依存症者と家族のためのミーティング等の開催状況  

 

 

Ｒ５.９.１現在 

岩手県保健福祉部 

障がい保健福祉課調べ 

 

（凡例） 

 ◆：岩手県精神保健福祉センター主催の家族教室等 

 〇：精神科病院主催の家族教室等 



20 

 

ウ 保健・医療における質の向上と連携の促進 

○ 岩手県環境保健研究センターは、「いわて健康データウェアハウス」に集

約している県民の生活習慣に係るデータを用いて、現状分析及び健康課題の

明確化を行い、関係機関への情報還元や県民へ情報発信を行いました。 

     ○ 岩手県で監修した、岩手型母子健康手帳に、妊娠中の飲酒リスク等につい

て記載し、市町村では、妊産婦訪問時に岩手型母子健康手帳を活用した保健

指導を実施しました。 

○  岩手県環境保健研究センターにおいては、特定健康診査・特定保健指導従 

事者の知識や技術の向上のため、「特定健康診査・特定保健健康指導研修」 

を行いました。 

     ○ 市町村や医療保険者においては、特定健康診査の標準的な質問票により生

活習慣病のリスクを高める飲酒（１日の平均純アルコール摂取量男性 40ｇ、 

女性 20ｇ以上）が確認された方には、健康に配慮した飲酒について指導及び

支援を行いました。 

         ○ 保健所における事業所への出前講座等により、飲酒に伴うリスク等につい

て普及啓発を行いました。 

     ○ 「労働衛生対策等研修会」で、岩手県精神保健福祉センターが講師とな

り、アルコール健康障害に関する正しい知識と支援方法について普及啓発を

行いました。 

     ○ 県障がい保健福祉課においては、県内の医療機関に対し、依存症対策全国

センターが主催する「治療指導者養成研修」等に関する情報の提供や、受講

を促進しました。 

     ○ 県においては、地域のかかりつけ医を含むすべての医療関係者を対象と

し、アルコール依存症に起因した精神症状の対応、アルコール依存症が背景

にある疾患で治療を受けている潜在的な患者の早期発見・早期支援の対応等

に関する研修会を開催しました。 

      ○ 県においては、令和４年度に、アルコール依存症に係る専門医療機関を５

か所選定しました。（ひめかみ病院、国立花巻病院、県立南光病院、三陸病

院、宮古山口病院（図９）） 

     ○ 精神科救急医療体制連絡調整委員会等でアルコール健康障害対策の取組状

況等について説明したほか、４つの精神科救急医療圏域ごとに開催される地

域委員会で地域の実情に応じ、アルコール関連問題を有する者に係る事案等

について意見交換を行いました。 

○ 岩手県精神科救急情報センターにおいて、精神障がい者又はその家族等か 

らの相談に対応し、緊急な医療を必要とする精神障がい者等の搬送先となる 

医療機関との円滑な連絡調整等を行いました。 
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図 11  岩手県精神科救急情報センター周知用カード 

        

   

エ  アルコール健康障害を有する者が円滑に回復、社会復帰するための社会づくり 

○ 県においては、アルコール健康障害が回復する病気であること等を啓発する 

ため、アルコール関連問題啓発フォーラム(依存症公開講座)を開催しました。 

    ○  県においては、障害福祉サービスについて、岩手県ホームページを通じて周 

知しました。 

     ○ 県においては、「岩手県アルコール健康障害対策推進計画」に参考資料とし 

て「アルコール依存症者と家族のためのミーティング活動を行っている精神科 

病院」、「アルコール家族教室」、「アルコール健康障害を有する者等やその 

家族の自助グループ」の一覧を掲載し、関係機関へ送付しました。 

     ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいては、断酒会とＡＡ11のミーティング情 

報や、ＡＳＫ12オンラインミーティングの情報について、関係機関に周知し、  

ホームページに掲載しました。 

     ○ アルコール依存症である者の休職からの復職・継続就労への支援について、 

理解を促すため、保健所が実施する「自殺防止のための商工労働団体・事業所 

訪問」や、出前講座等でアルコール健康障害に関するリーフレットを配布しま

した。 

     ○ 自助グループ等の活動活性化のため、精神保健福祉センター・保健所の職員 

が地域における自助グループや病院で実施しているアルコール・ミーティング 

等を訪問し、交流、情報提供を行いました。 

○ 一部の医療機関において断酒会に例会の会場を提供しました。 

○ 岩手県精神保健福祉センター主催の「依存症家族教室」や「アルコール関連 

問題啓発フォーラム」に断酒会員を招き、断酒会員による講話を行いました。 

 

                                                
11 「ＡＡ」とは「Alcoholics Anonymous」の略で、「無名のアルコール依存症者たち」の意。断酒会と並ぶ代表的な自 

助団体で、「12 のステップ」というアルコール依存症からの回復プログラムと、「12 の伝統」という活動を継続するた 

めの道しるべに 基づき、ミーティングや広報活動を行っている。「お酒をやめたい」という願いがあれば、誰でもメン 

バーになれる。 
12 「ＡＳＫ」は、昭和 58 年８月７日に任意の市民団体として誕生して以来、アルコール依存症をはじめとする様々な 

依存症関連問題の予防や回復のための支援活動を行っている。 
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○ 県が「アルコール関連問題啓発フォーラム」を実施する際は、岩手県断酒連 

合会及びＡＡと連携し、のぼり等の掲示や資料の配布を行いました。 
 

表 11 アルコール健康障害を有する者等やその家族の自助グループ数等（令和５年３月末現在） 

２次医療圏 

 

盛
岡 

岩
手
中
部 

胆
江 

両
磐 

気
仙 

釜
石 

宮
古 

久
慈 

二
戸 

合
計 

自助グループ数 6 1 1 1 0 1 1 1 0 12 

参加者数（人） 32 15 4 4 0 4 15 3 0 77 

 【出典】岩手県保健福祉部障がい保健福祉課調べ 
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図 12 アルコール健康障害を有する者等やその家族の自助グループ（令和５年３月末時点） 

 

 

 

（凡例） 

 ◆：断酒会 

 〇：ＡＡ 
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２ 本県のギャンブル等依存症をめぐる状況 

⑴ 岩手県内のギャンブル等の状況 

   ア 岩手県内の公営競技の状況 

      本県では、公営競技として岩手競馬が開催されています。 

      岩手競馬の入場者数は令和２年には大幅に減少したものの、翌年以降は再び増 

加し、勝馬投票券の発売額は、年々増加しており、特にインターネットによる発

売額が増加しています。（図 13） 

           

○岩手県内の公営競技の状況

競技場名 所在地 競技施行者

盛岡競馬場 盛岡市新庄字上八木田10

水沢競馬場 奥州市水沢姉体町字阿久戸1-2

※場外勝馬投票券発売所等を除く

岩手県競馬組合

 

            県内には、盛岡競馬場及び水沢競馬場の２つの競技場があるほか、場外勝馬投

票券販売所が６か所あります。また、公益財団法人ＪＫＡが主催する競輪の場外

勝者投票券販売所が、花巻市石鳥谷町に１か所あります。 

図 13 岩手競馬の勝馬投票券販売額及び入場者数 

                                
【出典】岩手県農林水産部競馬改革推進室調べ 
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イ 岩手県内のぱちんこ営業所店舗数（パチスロ専業店を含む）及び遊技機台数 

の状況 

  本県のぱちんこ営業所店舗数及び遊技機台数は、年々減少しています。 

（図 14） 

図 14 岩手県内のぱちんこ営業所店舗数及び遊技機台数  

       
                             【出典】全日本遊技業協同組合連合会統計 

●コラム No.４  人口 10 万人当たりのぱちんこ営業所店舗数及び遊技機台数（上位 20 位） 

 令和４年度の本県の人口 10 万人当たりのぱちんこ営業所店舗数及び遊技機台数を全国と比

較すると、店舗数が全国で第８位、遊技機台数は全国で第 13 位となっています。 

【ぱちんこ営業所店舗数】        【遊技機台数】 

    

【出典】人口推計（総務省） 
                            全日本遊技業協同組合連合会統計（店舗数、遊技機台数） 
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20 北海道 3417.02
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⑵ ギャンブル等依存が疑われる者等の状況 

ア 国内のギャンブル等依存が疑われる者の状況 

     独立行政法人国立病院機構久里浜医療センターの「ギャンブル障害およびギャ

ンブル関連問題の実態調査」報告書（令和３年８月）によると、過去１年間にギ

ャンブル経験がある者を対象に行った疫学調査では、「ギャンブル等依存が疑わ

れる者」の割合は、成人の 2.2％と推計されています。 

     【調査の概要】 

      ①調査名   ギャンブル等依存および関連する問題についての全国住民調査 

      ②調査方法   自記式調査 

      ③調査対象者 7,985 名 

       ※ 全国の満 20 歳以上 75 歳未満の 17,955 名を対象にギャンブル経験の有

無を調査し、うち「過去１年間のギャンブル経験あり」に回答した 2,521

名、「過去１年間又は生涯にわたりギャンブル経験なし」に回答した

5,464 名が対象。 

           ④ギャンブル等依存が疑われる者 2.2％（ＳＯＧＳ５点以上、過去１年以内） 
 

【参考：岩手県内のギャンブル等依存が疑われる者の状況】 

令和２年 10 月 1 日現在の人口総数 1,210,534 人（令和２年度国勢調査） 

うち 18 歳以上の人口 1,025,634 人 

成人人口の 2.2％ ⇒ 22,563 人 ≒ 23,000 人 

※ 久里浜医療センターの調査結果と同じく、本県でも 2.2％がギャンブル 

等依存であると仮定した場合の推計数であること、ギャンブル等依存症は 

実人数の把握が難しい等の理由から、単純な比較とはならない可能性があ 

ります。 

 

イ 岩手県精神保健福祉センター及び保健所における相談対応状況 

岩手県精神保健福祉センター及び各保健所では、ギャンブル等依存症に係る相 

談を電話又は面談により受けています。 

精神保健福祉センターにおける相談対応件数は、全国では令和元年度に大幅に 

減少したものの、再び増加傾向にあり、本県においては、令和元年度をピークに 

減少しています。（図 15） 

保健所における相談対応件数は、全国では令和２年度以降増加している一方、 

本県では令和２年度に大幅に減少し、それ以降も減少しています。（図 16） 

    

   ウ 医療機関におけるギャンブル等依存症の診療実績 

     令和２年度の全国のギャンブル等依存症の診療実績（出典：ＮＤＢオープンデ 

ータ（厚生労働省））は、入院者数は 364 人（平成 29 年度は 280 人）、外来患者 

数は 3,590 人（平成 29 年度は 2,445 人）で入院者数、外来患者数どちらも増加し 

ています。 
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図 15 精神保健福祉センターにおける相談状況 

  

                           【出典】衛生行政報告例（厚生労働省） 

図 16 保健所における相談状況 

 

           【出典】地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省）（※岩手県分は県保健所のみ、） 
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⑶ ギャンブル等依存症に起因又はその影響が考えられる問題の状況  

ア 東北財務局におけるギャンブル等に起因する多重債務相談の状況 

           東北財務局におけるギャンブル等に起因する多重債務に関する相談件数は、令 

和元年度に 10 件に減少したものの、再び増加し、近年は 20 件～30 件で推移して 

います。 

そのうち、盛岡財務事務所で受け付けた相談件数は、平成 30 年度は０件、それ 

以降は１件となっています。（図 17） 
        

図 17 ギャンブル等に起因する多重債務相談件数の受付状況  

       

【出典】多重債務相談の受付状況について（東北財務局） 

イ 犯行の動機がギャンブル等依存である刑法犯の総検挙件数の状況 

全国の刑法犯の総検挙件数は減少していますが、ギャンブル等依存が犯行の動 

機である刑法犯の数は増加傾向にあり、総検挙数に占める割合が高くなっていま 

す。（図 18） 

図 18 刑法犯の総検挙件数  

 

                             【出典】犯罪統計資料（警察庁） 
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ウ 個人破産件数の状況 

裁判所に対して申立てが行われた個人破産件数は、全国、本県とも、減少傾向 

にあります。（図 19） 

図 19 個人破産の申立て件数 ※ギャンブル等依存以外の要因を含む 

  

                   【出典】全国 ：裁判所データブック 2022（裁判所） 

                           岩手県：裁判所統計月報（裁判所） 

 

⑷ ギャンブル等依存症に係る医療提供体制等 

ア 県内のギャンブル等依存症に対応できる医療機関 

○ 県内のギャンブル等依存症に対応できる医療機関は、「いわて医療ネット」 

によると 20 か所あり、精神科病院以外に総合病院や地域の一般診療所等があり 

ます。（表 12） 

○ ギャンブル等依存症に係る専門医療機関（医療機関からの申請を受け、一定 

の要件を満たしていると認められる場合に県が選定する。）は、令和４年度末 

時点で１か所選定しています。（図 20） 

            盛岡圏域（１か所）：未来の風せいわ病院 

        ○ ギャンブル等依存症の相談・治療に当たる医療機関を整備し、関係機関と連 

携するためには、ギャンブル等依存症の治療が可能な人材を育成し、地域にお

けるギャンブル等依存症治療の拠点となる専門医療機関を整備していくととも

に、必要な医療が受けられるよう、連携体制を整備する必要があります。 

        ○ ギャンブル等依存症に係る支援を行ううえで、支援者自身の対応経験が浅 

く、基本的な知識が不足している場合があり、医療を提供する側に対して、ギ

ャンブル等依存症についての十分な知識を伝える取組が必要です。 
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表 12 ギャンブル等依存症に対応できる医療機関（令和５年９月現在） 

（単位：か所） 

２次医療圏 

 

 

盛
岡 

岩
手
中
部 

胆
江 

両
磐 

気
仙 

釜
石 

宮
古 

久
慈 

二
戸 

合
計 

精神科病院 6 1 1 0 0 0 0 1 0 9 

その他の病院 1 1 0 0 0 0 0 0 1 3 

診療所 4 1 1 1 0 1 0 0 0 8 

計 11 3 2 1 0 1 0 1 1 20 

うち専門医療機関 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

【出典】いわて医療ネット http://www.med-info.pref.iwate.jp/ 

イ ギャンブル等依存症の自助グループ等 

岩手県内には、当事者やその家族が、お互いに悩みを分かちあい、共有し、連 

携することでお互いに支えあうことを目的とした、ＧＡ13やギャマノン14等の自助 

グループがあり、定期的にミーティング等を開催しています。 

    ○ 県内の自助グループ等 

団体等名 活動内容 

ＧＡ（ギャンブラーズ・アノニマ

ス）盛岡グループ 

当事者によるミーティング等 

ギャマノン盛岡グループ 当事者家族によるミーティング等 

消費者信用生活協同組合 

「語り合い空間」 

信用生協主催の当事者及びその家族

によるミーティング等 

ＮＰＯ法人全国ギャンブル依存症家

族の会 岩手 

当事者家族によるミーティング、情

報提供、地域の支援者との連携づく

り等 

          【出典】ＧＡ日本インフォメーションセンターホームページ http://www.gajapan.jp/ 

                    ギャマノン日本サービスオフィスホームページ http://www.gam-anon.jp/home 

                     消費者信用生活協同組合ホームページ https://www.cfc-ss.coop/soudan05/ 

       ＮＰＯ法人 全国ギャンブル依存症家族の会 岩手ホームページ 

https://gdfam.org/group/iwate/ 

 

 

 

 

 

 

                                                
13 「ＧＡ」とは、ギャンブラーズ・アノニマスの略で、ギャンブル等依存症からの回復を目指す当事者のグループ。ギ

ャンブルをやめたいという意志さえあれば、誰でも参加することが可能。 
14 「ギャマノン」とは、ギャンブル等依存症の当事者からの影響を受けた家族・友人等のグループ。参加資格は特に無

く、誰でも参加することが可能。 

 

http://www.med-info.pref.iwate.jp/
http://www.gajapan.jp/
http://www.gam-anon.jp/home
https://www.cfc-ss.coop/soudan05/
https://gdfam.org/group/iwate/
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●コラム No.５ 自助グループ等の活動について 

 自助グループは、ギャンブル等依存症からの回復に向けて、同じ問題を抱えた人たちが、グ 
ループメンバーと体験を共有し、分かちあい、自分の抱える問題や悩みをしっかりと直視して 
自分を変化させていくことを目的に結びついた集団です。 
 家族会は、依存症者を家族にもつ人たちが、お互いに悩みを分かちあい、共有し、連携する 
ことでお互いに支えあう会です。 

●ＧＡ（ギャンブラーズ・アノニマス） 
 ギャンブル等依存症の問題を抱える当事者のグループです。 
 1957 年にアメリカで発足して以来、世界中に広まっており、日本国内では、令和２年４月現
在、46 都道府県で 196 グループが活動しています。 
 メンバーは、本名を明かす必要はなく匿名で参加しています。定期的なミーティング活動を
行っており、ミーティングでは、12 ステップのプログラム*を活用し、互いの過去の経験や現在
の状況を語り合います。 
 ミーティングは、聞きっぱなし・言いっぱなしが基本で、議論等は行いません。普段の生活
では言えないことをミーティングで語り、また、自分が直面した問題の解決方法を共有するこ
とにより、お互いに希望を分かち合う重要な側面もあります。 
 ＧＡへの参加は、ギャンブルをやめたいという願いだけであり、会費も不要で、会場を直接
訪問するだけで参加することができます。 
 詳細は、ＧＡのホームページを御参照下さい。 
 ＨＰアドレス：http://www.gajapan.jp/index.html 

*12 ステップのプログラム：嗜癖（アディクション）、強迫性障害、その他行動問題からの回
復のための、ガイドライン方針リスト。 

●ギャマノン 
 ギャンブル等依存症問題を抱えた当事者からの影響を受けた家族等のためのグループです。 

家族・友人等、同じ立場の方々が集まり、定期的にミーティング活動を行っており、本名を
明かさずに匿名での参加が可能となっています。 
 ＧＡと同様に、参加のための資格や会費は必要ありません。 

参加することで、悩みや苦しみを分かち合い、勇気や元気をもらい、お互いを支え合うため
に活動しています。 
 詳細は、ギャマノンのホームページを御参照下さい。 
 ＨＰアドレス：http://www.gam-anon.jp/   

●「語り合い空間」（消費者信用生活協同組合） 
 消費者信用生活協同組合では、ギャンブル等依存に悩む当事者や家族等のためのグループミ
ーティングや個別相談を定期的に開催するとともに、専門カウンセラーが当事者や家族からの
相談に対応しています。 
 詳細は、消費者信用生活協同組合のホームページをご参照ください。 
 ＨＰアドレス：https://www.cfc-ss.coop/soudan05/  

●ＮＰＯ法人全国ギャンブル依存症家族の会 

 ギャンブル等依存症問題を抱えた当事者からの影響を受けた家族のためのグループです。 

同じ立場の家族が集まり、ミーテイング活動や情報提供、地域の支援者との連携づくり等の 

活動を行っています。 

 ＧＡ及びギャマノンとは異なり、実名で活動し、外部への普及啓発等も行っています。 

 詳細は、ＮＰＯ法人全国ギャンブル依存症家族の会のホームページを御参照ください。 

 ＨＰアドレス：https://gdfam.org/  

●公益社団法人ギャンブル依存症問題を考える会 
 ギャンブル等依存症の問題を抱えた当事者のためのグループです。 

同じ立場の当事者及び家族が集まり、相談支援や情報提供、ギャンブル等依存症に係る正し
い知識の普及啓発活動等を行っています。 
 ＮＰＯ法人全国ギャンブル依存症家族の会と同様、実名で活動しています。 
 詳細は、公益社団法人ギャンブル依存症問題を考える会のホームページを御参照ください。 
 ＨＰアドレス：https://www.scga.jp/ 
 

http://www.gajapan.jp/index.html
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%97%9C%E7%99%96
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E8%BF%AB%E6%80%A7%E9%9A%9C%E5%AE%B3
http://www.gam-anon.jp/
https://www.cfc-ss.coop/soudan05/
https://gdfam.org/
https://www.scga.jp/
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⑸ 本県におけるギャンブル等依存症対策の取組状況 

令和３年３月に「岩手県ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定し、以下の取 

取組の実施により、ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の防止やギャンブル 

等依存症を有する者等に対する支援の充実に努めてきました。 

【基本的施策及び目標の達成状況】           

 

【主な実績】 

    ア 正しい知識の普及及び不適切なギャンブル等を防止する社会づくり 

     ○ 県においては、「依存症公開講座」を開催しました。 

○ ギャンブル等依存症問題啓発週間（５月 14 日から 20 日）等の機会を活用 

した普及啓発を行いました。 

○ 競馬組合や遊技業協同組合はホームページを活用し、ギャンブル等依存症 

に関する正しい知識を周知しました。 

     ○ 新学習指導要領に基づくギャンブル等依存症を含む依存症に関する教育が 

令和４年度の高等学校入学生から開始されたことから、教職員対象の各種研 

修会等において、ギャンブル等依存症を含めた依存症の位置づけ等について 

周知し、文部科学省の関連資料活用を促進しました。 

○ 高等学校においては、新学習指導要領に基づくギャンブル等依存症に係る 

教育を実施しました。 

基本的な方向性 基本的施策 目標 目標の達成状況

自助グループ等との
連携による研修会を
年１回以上実施する。

１　正しい知識の
　普及及び不適切
　なギャンブル等
　を防止する取組
　の推進

達成

※令和３年度は新型コ
ロナウイルス感染症の
影響により、中止

２　誰もが相談で
　きる相談場所と
　必要な支援につ
　なげる相談支援
　体制の充実

未達成

※計画策定以前から消費
者信用生活協同組合にお
いて、県自殺事業予算を
活用した相談窓口が設置
されているが、計画期間
内に民間団体との連携に
よる新たな相談窓口は未
設置であるため。

⑴　社会復帰の支援：ギャンブル等依存症が回復する病気である
  こと等を職場を含む社会全体に啓発するほか、回復支援に役立
   つ社会資源について情報提供する。
⑵　民間団体の活動に対する支援：自助グループ等と連携した普
  及啓発イベントや研修を行うとともに、民間団体のミーティン
  グ活動等を支援し、問題解決に役立つ情報を提供する。

３　医療における
　質の向上と連携
　の促進

達成

令和４年度に１か所選
定（未来の風せいわ病
院）

４　ギャンブル等
　依存症者が円滑
　に回復、社会復
　帰するための取
　組の推進

達成

※令和３年度は新型コ
ロナウイルス感染症の
影響により、中止

⑴　教育の振興等：ギャンブル等依存症に関する知識の普及を図
  る。
⑵　不適切なギャンブルの誘引の防止：ギャンブル等依存症を発
  症させるような不適切なギャンブル等を誘引することのないよ
  う、取組を促すとともに、指導等を強化。

⑴　ギャンブル等依存症に係る医療の充実等：地域における、
  ギャンブル等依存症の治療等の拠点となる専門医療機関を整備
  するとともに、医療関係者に対する研修等を実施。
⑵　関係機関との連携の促進：関係機関・団体との連携を促進す
  る取組を実施。

⑴　相談支援体制の整備：地域における相談支援体制の整備及び
  周知（相談窓口の設置、依存症家族教室の実施、多重債務相談
  及び消費生活相談を実施。）
⑵　人材の育成：相談支援等を行う人材の育成（相談支援にあた
  る者を対象とした研修の実施、国主催研修への参加）

普及啓発イベントを年
１回以上実施する。

民間団体と連携した
地域における相談窓
口を設置する。

ギャンブル等依存症に
対する適切な医療を提
供できる専門医療機関
を、１か所以上定める。
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○ 岩手産業保健総合支援センター主催の「労働衛生対策等研修会」の中で、 

事業所の管理者、産業看護職、事業主を対象に、ギャンブル等依存症に関す 

る正しい知識や支援方法について講義し、普及啓発を行いました。 

      ○ 競馬主催者は、新聞広告、競走番組表等での注意喚起を行いました。 

       ○ 競馬主催者においては、競馬場への入場制限やネット投票の制限等を行い 

ました。 

       ○ 岩手県競馬組合においては、20 歳未満の勝馬投票券購入防止のため、場内 

映像での注意喚起を行いました。 

     ○ ぱちんこ営業所では、ぱちんこ営業所への 18 歳未満の立入防止のため、 

掲示物等を活用した啓発、身分証明書等による年齢確認等を行いました。 

          ○ ぱちんこ営業所においては、「安心パチンコ・パチスロアドバイザー」が 

いる店の告知ポスターを掲示し、周知を行いました。 

          ○ 遊技業協同組合やぱちんこ営業所が発出する広告媒体に、必ず広告全体の 

面積に対して、20％以上の共通標語（「パチンコ・パチスロは適度に楽しむ 

遊びです。のめり込みに注意しましょう」）を記載しました。 

         ○ 来店者が１日の遊技使用上限金額等を申告し、上限に達した場合に、従業 

員が当該来店者に警告する「自己申告プログラム」、本人の同意を得た家族 

からの同意に基づき本人のぱちんこ営業所への入店を制限する「家族申告プ 

ログラム」の実施・導入を促進しました。 

     ○ ぱちんこ営業所においては、「子どもの車内放置防止対策マニュアル」に 

基づき、子連れの入場禁止の周知や巡回等を徹底する等、子どもの事故防止 

のための取組を実施しました。 

     ○ 「依存問題対策実施確認シート」により、ぱちんこ営業所における取組状 

況の確認を定期的に行いました。 

     ○  岩手県競馬組合や岩手県遊技業協同組合では、外部講師による研修会を開 

催しました。 

     ○ 岩手県警察による風俗営業所管理者講習会の実施・県内ぱちんこ営業所へ

の立入や指導を実施しました。 

 

     イ  誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

     ○ 相談支援拠点機関である岩手県精神保健福祉センターにおいて、相談に対 

応しました。（図 15、20） 

      ○ 保健所や各市町村において、ギャンブル等依存症を含む相談に対応しまし 

た。（図 16 ※県保健所のみ） 

      ○ 岩手県立県民生活センターにおいて、ギャンブル等依存症に関連した消費

生活相談や多重債務に関する相談を実施しました。 
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      ○ 消費者信用生活協同組合において、専門相談員による個別カウンセリング

を実施しました。 

      ○ 岩手県競馬組合が設置する相談窓口において、「公営競技ギャンブル依存

症カウンセリングセンター」の周知・相談を促進しました。 

      ○ 岩手県遊技業協同組合において、「安心パチンコ・パチスロアドバイザー

講習会」を開催し、アドバイザーを各ホールに配置しました。（アドバイザ

ーの質の向上のため、既存アドバイザーのフォローアップとして、メールマ

ガジンを配信しました。） 

      ○ 県内 23 か所の自立相談支援機関において、ギャンブル等依存に起因する問

題を抱える方を含めた支援を行いました。 

      ○ 岩手県こころのケアセンターにおいて、ギャンブル等依存症を含めた、被

災地におけるこころの問題に係る相談を実施しました。 

      ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいて、依存症家族教室を実施しました。

（図 21） 

     ○ 消費者信用生活協同組合において、当事者及び家族のためのグループミー

ティング等を開催しました。（図 21） 

      ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいて、ギャンブル障害回復トレーニング

プログラム（ＳＡＴ－Ｇ）に係る研修及びＳＡＴ－Ｇを活用した個別相談を

実施しました。 

      ○ 県障がい保健福祉課においては、関係機関に対し、依存症対策全国センタ

ーが主催する「依存症対応指導者養成研修」及び「地域生活支援指導者養成

研修」に係る情報の提供や受講を促進しました。 
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●コラム No.６ 「ＳＡＴ－Ｇ」について 

「ＳＡＴ－Ｇ」は、島根県が開発したギャンブル等依存症の支援に特化した認知行動療法プロ 

グラムです。 

 本県においては、岩手県精神保健福祉センター、未来の風せいわ病院等で採用されています。 

【内容】 

 ・ 全５回のプログラム 

 ・ 主に「自身のギャンブル等の問題の整理」、「ギャンブル等依存症の理解」、「ギャンブ 

ル等再開防止に向けた具体的対処と今後への備え」をワークブックを用いて学びます。 

 ・ 学んだことを日常生活の中で実践に移すことにより、ギャンブル等に頼らない生活の実現 

を目指します。 

 〈ワークブック表紙〉 

 

           

          【第１回】 あなたのギャンブルについて整理してみましょう 

            【第２回】 引き金から再開にいたる道すじと対処 

            【第３回】 再開を防ぐために  

            【第４回】 私の道しるべ 

            【第５回】 回復への道のり 

            【アンコールセッション】 回復のために～正直さと仲間～               

 

  
 
 【出典】島根県立心と体の相談センター  

https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/kokoro_kenko/seisinn_soudann_annnai/izonnsyo

u.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/kokoro_kenko/seisinn_soudann_annnai/izonnsyou.html
https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/kokoro_kenko/seisinn_soudann_annnai/izonnsyou.html
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図 20 ギャンブル等依存症相談拠点機関・ギャンブル等依存症専門医療機関（令和５年３月末時点） 

     

 
（凡例） 

 ◆：ギャンブル等依存症相談拠点機関 

 〇：ギャンブル等依存症専門医療機関 
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図 21 ギャンブル等依存症家族教室、ギャンブル等依存症者と家族のためのミーティング等の開催状況  

    

 

 

 

 

Ｒ５.９.１現在 

岩手県保健福祉部 

障がい保健福祉課調べ 

 

（凡例） 

 ◆：岩手県精神保健福祉センター主催の家族教室等 

 ●：自助グループ等主催の家族教室等 

★：精神科病院主催の家族教室等 



38 

 

ウ 医療における質の向上と連携の促進 

         ○  県においては、医療従事者を対象とした研修会を開催しました。 

     ○ 県障がい保健福祉課においては、関係機関に対し、依存症対策全国センタ

ーが主催する「治療指導者養成研修」等に係る情報の提供や受講を促進しま

した。 

     ○ 県においては、令和４年度に、ギャンブル等依存症に係る専門医療機関と

して、「未来の風せいわ病院」を選定しました。（図 20） 

     ○ 医療機関からの相談に応じて、岩手県精神保健福祉センターが自助グルー

プ等を紹介しました。 

     ○ 岩手県競馬組合において、「公営競技ギャンブル依存症カウンセリングセ

ンター」を設置し、医療機関等の紹介を行いました。 

     ○ 岩手県遊技業協同組合においては、「リカバリーサポート・ネットワーク

（ＲＳＮ）15」の相談体制について、チラシやリーフレットで周知しました。 

 

エ ギャンブル等依存症である者等の、円滑に回復、社会復帰するための取組の

推進 

     ○ 県においては、ギャンブル等依存症が回復する病気であること等を啓発す

るための依存症公開講座を開催しました。（講師を自助グループに依頼） 

     ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいては、ＡＳＫオンラインミーティング

の情報や自助グループ等の活動について、関係機関に周知し、ホームページ

に掲載しました。 

         ○ 岩手県精神保健福祉センターにおいては、随時自助グループ等との情報交

換を行い、関係機関へ周知しました。 

     ○ 岩手県精神保健福祉センターでの相談時に、金銭管理や家計改善制度等の

情報を提供しました。 

     ○ 消費者信用生活協同組合においては、当事者及び家族のためのグループミ

ーティング「語り合い空間」を主催する等、回復支援に努めました。 

○ 岩手弁護士会は、債務整理等を通じ、円滑な回復を支援しました。 

○ 岩手県社会福祉協議会においては、生活困窮者自立支援事業等を活用した 

金銭管理や家計改善等を通じ、円滑な回復を支援しました。 

 

 

 

                                                
15 ぱちんこ・パチスロの遊技に関する依存及び依存関連問題解決の支援を行うことを目的として設立された非営利の 

相談組織。 

無料の電話相談を実施している。（無料相談電話回線(IP 電話)：050-3541-6420（月～金（祝日除く)10 時 00 分から 

22 時 00 分（受付は 21 時 30 分まで）） 
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３ その他アルコール健康障害及びギャンブル等依存症の影響が考えられる問題の状況 

⑴ 配偶者暴力、児童虐待、自殺者の状況 

○ 県内の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数は年間約 2,000 件前 

後、警察署におけるＤＶ相談件数は 300～400 件前後となっています。 

（図 22、23） 

○ 令和３年度の県内の児童相談所での児童虐待相談対応件数は 2,560 件で、年々 

増加傾向にあります。 （図 24） 

○ 令和４年度の本県の自殺者数は 250 人で、前年度と比較して約 50 人増加し、人 

口 10 万人当たりの自殺死亡率は 21.3 で全国ワースト２位となっています。 

（図 25、26） 

図 22 配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数 ※アルコール、ギャンブル以外の要因を含む 
                                             

      

 【出典】県は岩手県保健福祉部子ども子育て支援室まとめ、全国は内閣府まとめ 

図 23 警察署におけるＤＶ相談件数 ※アルコール、ギャンブル以外の要因を含む  

 

    【出典】県は岩手県警察本部まとめ、全国は警察庁まとめ 
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図 24 児童虐待相談対応件数 ※アルコール、ギャンブル以外の要因を含む                                              

    

【出典】厚生労働省「福祉行政報告例」第 49 表 

   図 25 自殺者数 ※アルコール、ギャンブル以外の要因を含む 

     

図 26 人口 10 万人当たりの自殺死亡率 ※アルコール、ギャンブル以外の要因を含む 
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【出典】厚生労働省「人口動態統計」（図 20、21） 
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⑵ 本県における配偶者暴力、児童虐待、自殺対策の取組に関する状況 

ア  配偶者暴力・児童虐待対策について 

○ 配偶者暴力相談支援センター、児童相談所では、被害を受けた方の一時保護 

や各種相談支援を実施しました。 

○ 毎年 11 月に女性に対する暴力をなくす運動「パープルリボンキャンペーン」 

や児童虐待防止に関する運動「オレンジリボンキャンペーン」等の機会を活用 

し、相談窓口の周知を行いました。 

 

イ 自殺対策について 

○ 県においては「岩手県自殺対策アクションプラン」、市町村においては、令 

 和元年度までに県内すべての市町村で自殺対策計画を策定し、地域の特性を踏 

 まえ、自殺者の多い年代を中心とした対策や相談支援体制の充実・強化を推進 

 しました。 

○ 平成 28 年４月に設置した岩手県自殺対策推進センターにおいては、令和３ 

年度から「こころの相談電話」の回線を拡充し、受付体制の強化及び自殺統計 

データ等の情報提供等、市町村支援を実施しました。 

○ 自殺予防週間（９月 10 日から 16 日）や自殺対策強化月間（３月）等の機会 

を通じた普及啓発を行いました。 

○ 県においては、復興庁の被災者支援総合交付金を活用し、被災者支援のため 

の傾聴サロンを開設する民間団体の支援を実施しました。 
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４ 本県におけるその他の依存症対策に係る取組状況 

国の「薬物乱用防止五か年戦略」「再犯防止推進計画」「依存症対策総合支援事 

業」及び「岩手県再犯防止推進計画」等により、その他の依存症に対する支援の充実 

に努めてきました。 

⑴ 正しい知識の普及及び乱用や依存を防止する社会づくり   

      ○ 小学校、中学校、高等学校においては、学習指導要領を踏まえた教育や外部講 

師による指導等、教育を行いました。（情報教育、薬物乱用防止教室、各種啓発 

資料の配布、等） 

○ 薬物乱用防止広報強化期間（６～７月）等の機会を活用した普及啓発を実施し 

ました。 

○ ７月１日から８月 31 日までの「青少年の非行・被害防止県民運動」を実施 

し、県や市町村が啓発や少年補導活動を行いました。 

○ 県や市町村、民間団体等は、依存症に関する講演会を実施しました。 

 

⑵ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

○ 県は、薬物相談窓口を設置し相談に対応しました（健康国保課、保健所、精神 

保健福祉センター）。 

   ○ 保健所、市町村、岩手県こころのケアセンターにおいて、依存問題を含むここ 

ろの問題について相談支援を実施しました。 

○ 岩手県精神保健福祉センターは、依存問題に関する相談支援を行いました。 

   ○ 盛岡保護観察所、岩手県精神保健福祉センター、病院等は、依存症に関する家 

族教室や回復プログラムを実施しました。 

   ○ 自助グループ（秋田ダルク（薬物依存に係る自助グループ）等）においては、 

グループミーティングを開催し、情報発信を行いました。 

   ○ 警察、弁護士、消費生活センター等は、乱用や依存問題に気づいた場合に、精 

神保健福祉センター等へのつなぎ支援を行いました。 

   ○ 岩手県精神保健福祉センターは、「精神保健福祉基礎研修」「依存症支援者研 

修」等で、依存症の相談支援にあたる人材を育成しました。 

   ○ 県障がい保健福祉課においては、関係機関に対し、依存症対策全国センターが 

主催する「依存症相談対応指導者養成研修」及び「地域生活支援指導者養成研 

修」に係る情報の提供や受講を促進しました。 

 

  ⑶ 保健・医療における質の向上と連携の促進 

   ○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村は、受診を希望する方からの相 

談に対応し、必要に応じて受診先となる医療機関との円滑な連絡調整等を行いま 

した。 
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   ○ 岩手県精神保健福祉センター等は、医療機関からの相談に応じて自助グループ 

等を紹介しました。 

   ○ 岩手県精神科救急情報センターは、緊急な医療を求める方からの相談に対応 

し、必要に応じて搬送先となる医療機関との円滑な連絡調整等を行いました。 

   ○ 県健康国保課は、「岩手県薬物乱用対策推進本部会議」を開催し、連携を促進 

しました。 

   ○ 盛岡保護観察所は、「薬物依存のある保護観察対象者等に対する地域支援連絡 

協議会」を開催し、連携を促進しました。 

   ○ 県地域福祉課は、「岩手県再犯防止推進連絡協議会」を開催し、連携を促進し 

ました。 

   ○ 岩手県精神保健福祉センターは、「精神保健福祉基礎研修」、「依存症支援者 

研修」等で、依存症の相談支援にあたる人材を育成し、連携を促進しました。 

   ○ 県障がい保健福祉課は、関係機関に対し、依存症対策全国センターが実施する 

「依存症治療指導者養成研修」に係る情報の提供や受講を促進しました。 

 

  ⑷ 依存症を有する者が円滑に回復、社会復帰できるようにするための社会づくり 

○ 県や市町村、民間団体等は、依存症に関する講演会を実施しました。（再掲） 

○ 岩手県精神保健福祉センターにおいては、県内の自助グループ情報や、ＡＳＫ 

オンラインミーティングの情報について、関係機関に周知し、ホームページに掲 

載しました。  

○ 盛岡保護観察所主催の「引受人等座談会」や、岩手県精神保健福祉センター主 

催の「依存症家族教室」に回復者を招き、回復を支える家族等の理解を促進しま 

した。 

○ 盛岡保護観察所は、「薬物依存のある保護観察対象者等に対する地域支援連絡 

協議会」を開催し、回復や社会復帰を支える連携を促進しました。  

   ○ 県地域福祉課は、「岩手県再犯防止推進連絡協議会」を開催し、回復や社会復 

帰を支える連携を促進しました。  
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Ⅲ 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

アルコール健康障害対策基本法第３条及びギャンブル等依存症対策基本法第３条の 

規定を踏まえ、以下に掲げる事項を基本理念として、本県のアルコール健康障害及び 

ギャンブル等依存症対策を推進します。 

⑴ アルコール健康障害及びギャンブル等依存症の発生、進行及び再発の各段階に応

じた防止対策を適切に実施します。 

⑵ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者等及びその家族が

日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるように支援します。 

⑶ アルコール健康障害やギャンブル等依存症は、暴力、虐待、自殺、飲酒運転、多

重債務、貧困等の問題に密接に関連することに鑑み、アルコール健康障害やギャン

ブル等依存症に関連して生ずるこれらの問題の根本的な解決に資するため、これら

の問題に関する施策との有機的な連携が図られるよう配慮します。 

 

２ 基本的な方向性 

次の４つの方向に沿ってアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策を推進し 

ます。 

⑴ 正しい知識の普及、不適切な飲酒及びギャンブル等を防止する取組の推進 

アルコール健康障害及びギャンブル等依存症は、誰もがなり得る可能性があるこ 

と、適切な医療や支援により回復が可能であること等、正しい知識の普及に努める 

とともに、関係事業者等による不適切な飲酒及びギャンブル等を防止するための取 

組を行います。 

⑵ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制の充実 

早期に個々の状況に応じた適切な支援につなげるため、アルコール健康障害及び 

ギャンブル等依存症に係る相談支援の場を整備し、行政機関や自助グループ、民間 

団体等との連携を促進することにより、相談支援体制の充実を図ります。 

⑶ 保健・医療における質の向上と連携の促進 

地域において、アルコール健康障害を有する者及びギャンブル等依存症である者 

等が適切な医療を受けられるよう、専門医療機関の拡充に努めるとともに、各種研 

修会の開催等を通じて、アルコール健康障害やギャンブル等依存症に適切に対応で 

きるよう、支援者を養成します。 

また、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症への早期介入をはじめとした 

一般医療機関と専門医療機関との連携、医療機関と相談支援機関、民間団体等の相 

互の連携を推進します。 
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⑷ アルコール依存症やギャンブル等依存症である者等が円滑に回復、社会復帰でき 

るようにするための社会づくり 

アルコール依存症やギャンブル等依存症である者等の円滑な回復、社会復帰に向 

けて、地域で活動する自助グループを始めとする民間団体の支援等に加え、職場を 

含めた社会全体へ正しい知識や回復、社会復帰について、理解の促進を図ります。 

３ 取組にあたり留意する視点 

それぞれの取組を推進するにあたり、次の３つの視点に留意します。 

⑴ 東日本大震災津波被災者等への配慮 

東日本大震災津波の発災から現在まで、時間の経過とともに被災者が抱える問題 

は、複雑化・多様化する傾向にあります。 

また、近年、多発する台風等の大規模災害や新型コロナウイルス感染症に伴う社 

会経済環境の変化も、県民のこころの健康に重大な影響を及ぼしています。 

これらの心理的なストレスが、アルコール健康障害やギャンブル等依存症につな 

がらないよう、災害時のこころのケア対策や災害公営住宅等における見守り活動等 

と連携して、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策に取り組みます。 

⑵ 家族への支援 

アルコール健康障害及びギャンブル等依存症は、虐待、多重債務、貧困等の問題 

を引き起こし、本人だけではなく、家族等にも深刻な影響を及ぼす危険性が高いこ 

とから、家族も健康で安心な日常生活及び社会生活を営むことができるよう支援を 

行います。 

⑶ 人材の育成 

アルコール健康障害やギャンブル等依存症対策に関連する業務に従事する者が、 

その業務を行うために必要な知識を十分に得られるよう配慮します。 

４ 目標 

令和 11 年度までの目標は、次の８つです。 

⑴  アルコール健康障害・ギャンブル等依存症に係る県主催の普及啓発イベントの参 

加者数を増加させること。【新規】（令和４年度実績：101 名） 

⑵ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合を、男性 13.0％、女性 

6.4％まで減少させること。【継続】（令和４年度：男性 14.0％、女性 9.9％） 

⑶ 岩手県精神保健福祉センター、各保健所へのアルコール依存症及びギャンブル等 

依存症に関する相談件数、消費者信用生活協同組合におけるギャンブル等依存症に 

係る相談件数を増加させること。【新規】(令和４年度岩手県精神保健福祉センター 

相談実績：アルコール 161 件、ギャンブル等依存症 140 件、令和４年度岩手県内保 

健所相談実績（９か所合計）：アルコール 190 件、ギャンブル等依存症 ７件、令 

和４年度消費者信用生活協同組合：ギャンブル等依存症 93 件） 



46 

 

⑷ アルコール依存症専門医療機関及びギャンブル等依存症専門医療機関における診 

療実績の平均を増加させること。【新規】（令和４年度実績：アルコール 930 件 

（５機関平均）、ギャンブル等依存症 ０件） 

⑸ アルコール依存症専門医療機関及びギャンブル等依存症専門医療機関の選定数を 

それぞれ３か所以上増加させること。【新規】（令和４年度末時点：アルコール ５ 

か所、ギャンブル等依存症 １か所） 

⑹ 妊娠中の飲酒をなくすこと。【新規】（令和４年度：1.0％） 

⑺  アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者等及びその家族に 

よる自助グループの参加者数を増加させること。【継続】（令和４年度末時点：75 

名（本県の断酒会及びＡＡの参加者の合計数）） 

 ※ ギャンブル等依存症に係る参加者数については、令和６年度に令和５年度末 

の実績調査を行い、その数値を基準とする。 

⑻  アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者等及びその家族に 

よる自助グループ等と連携した研修会を年１回以上開催すること。【継続】 
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５ 基本的施策 

⑴ 共通事項 

ア 普及啓発 

【現状等】 

      ○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症の発生、進行及び再発を防止す 

るためには、県民一人ひとりがアルコール健康障害やギャンブル等依存症に

関する関心と理解を深め、自分や周囲の人々が発症等の防止に必要な注意を

払うことができるよう、正しい知識を普及する必要があります。 

○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症は、誰もがなり得る可能性があ 

ること、適切な医療や支援により回復が可能であること等、正しい知識が十 

分理解されていないため、問題が生じても、それがアルコールやギャンブル 

等への依存により生じていることに本人や家族が気づかず、適切な医療や支 

援につながりにくいという課題があります。 

      ○ 誤解や偏見により、本人や家族が、アルコール健康障害やギャンブル等依 

存症であることを認めたがらない場合があります。 

また、本人や家族からは、「相談や精神科への受診に対する心理的な抵抗 

感がある」、「いじめの原因や社会的排除の要因になる」といった理由によ 

より、長年相談できずに困っていたとの声が比較的多いことから、アルコー 

ル健康障害やギャンブル等依存症の進行及び再発を防止するため、アルコー 

ルやギャンブル等依存症を含む精神疾患への偏見をなくし、理解を促進する 

必要があります。 

【目標】 

○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症について、広く県民に対して普 

及啓発を行い、正しい知識や治療により回復するという認識の普及を図りま 

す。 

【具体的取組】 

○ アルコール健康障害及びギャンブル等依存症の理解を深めるための普及啓 

発イベントの開催等を通じ、誰もがなり得る可能性があること、適切な医療 

や支援により、回復が可能であること等、正しい知識の普及を促進します。 

      ○ 正しい知識の普及を図るため、関係事業者、相談支援機関等と連携しなが 

ら、注意喚起・啓発用ポスター等の掲示・配布を行います。 

○ 行政や関係機関・団体のホームページや公式のＳＮＳ等を活用し、アルコ 

ール健康障害及びギャンブル等依存症に関する正しい知識に係る周知を行い 

ます。  
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○ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者及び家族が 

適切な相談や治療につながるよう、相談窓口や医療機関の周知を行います。 

○ アルコール関連問題啓発週間（11 月 10 日～16 日）等の機会を通じ、市町 

村や関係団体と連携し、飲酒に伴うリスクに関する知識を普及するととも 

に、公共の場における飲酒に関するマナーの向上やアルコール・ハラスメン 

トの防止を呼び掛けることにより、不適切な飲酒の防止を図り、健康に配慮 

した飲酒への理解を促進します。 

○ ギャンブル等依存症問題啓発週間（５月 14 日～20 日）等の機会を通じ、 

市町村や関係団体と連携し、ギャンブル等依存症に関する知識を普及すると 

ともに、不適切なギャンブル等の防止のための注意喚起を行うことにより、 

ギャンブル等依存症への理解と不適切なギャンブル等の防止を図ります。 

 

イ 人材の育成 

【現状等】 

○ 岩手県精神保健福祉センターでは、相談支援に携わる職員等を対象に、依 

存症に関する理解を深めることや、支援に必要な技術を習得することを目的 

とした「精神保健福祉基礎研修」、「依存症支援者研修」、「地域ケア検討 

会」を開催しています。 

○ 県障がい保健福祉課においては、依存症対策全国センター主催の、支援に 

あたる職員や医療関係者を対象とした「相談対応指導者養成研修」、「治療 

指導者養成研修」、「地域生活支援指導者養成研修」等について、県内の医 

療機関等への情報提供や受講の促進に取り組んでいます。 

○ 関係事業者においては、従業員のギャンブル等依存症への理解を深める研 

修の開催や、相談対応にあたる相談員（アドバイザー）の養成等を行ってい 

ます。 

○ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者及びその家 

族は、本人に病識がなく受診等が難しい場合、本人や家族が介入を拒む場合 

や暴力、虐待、自殺、多重債務、貧困等、様々な問題を抱えている場合があ 

り、個々の状況に応じた適切な相談支援を行うための知識や技術の向上を図 

る必要があります。 

       ○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症に関する知識や経験が浅く、相 

談に対し、具体的な助言ができない例が散見されることから、支援のための 

知識や技術の向上を図る必要があります。 

       ○ アルコール依存症やギャンブル等依存症専門医療機関が少なく、医療機関 

の受診が難しい場合や、医療関係者の理解が乏しく、誰でも発症する可能性 

があることが知られていない場合もあり、必要な医療が受けられるよう連携 

体制を整備するためにも、医療関係者の知識の向上を図る必要があります。 
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【目標】 

○  アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者及びその家 

族をできるだけ早期に相談、治療及び回復支援につなげることができるよ 

う、相談対応等にあたる職員や医療関係者の養成、知識や技術の向上に努め 

ます。 

【具体的取組】 

○ 県障がい保健福祉課においては、関係機関等に対し、依存症対策全国セン 

ター等が実施している「相談対応指導者養成研修」、「治療指導者養成研 

修」、「地域生活支援指導者養成研修」等に関する情報の提供や受講の促進 

に取り組みます。 

           ○ アルコール依存症やギャンブル等依存症である者が、専門的な医療を受け 

られるよう、県において、地域のかかりつけ医を含む全ての医療関係者を対

象とし、依存症への対応に関する専門性を高めるための研修を開催します。 

○ 岩手県精神保健福祉センターにおいては、相談支援に携わる職員等を対象 

に、依存症について理解を深めることや、支援に必要な技術を習得すること 

を目的とした「依存症支援者研修」等を開催します。 

○ 県においては、潜在的なアルコール健康障害を有する者やギャンブル等依 

存症である者等に対応する機会がある支援者を対象とした依存症の特性を踏 

まえた研修を行います。 

○ 民生委員・児童委員研修のテーマの一つにアルコール関連問題やギャンブ 

ル等依存症を例示する等、民生委員・児童委員の理解促進を図ります。 

○ 消費生活相談や、多重債務の相談に対応している関係機関等においては、 

相談者を適切な関係機関につなぐことができるよう、国の研修への参加等を 

を通じて、ギャンブル等依存症に対する理解・知識を深め、対応力の向上に 

に努めます。 

○ 競馬主催者においては、従業員のギャンブル等依存症への理解を深めるた 

めの研修を開催するとともに、外部研修の受講を促進します。 

○ ぱちんこ営業所において、ぱちんこへの依存に関する相談に対応する「安 

心パチンコ・パチスロアドバイザー」の養成に努めます。 

 

ウ 関係機関との連携の促進 

【現状等】 

○ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者及びその家 

族を、できるだけ早期に適切な支援につなげ、その後も切れ目のない回復支 

援を行うために、医療機関と相談支援機関、自助グループ等の関係機関・団 

体との連携が必要です。 
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      ○ 自殺等身体合併症を併発している精神障がい者については、精神科救急医 

療施設身体合併症対応施設において治療し、必要に応じて適切な支援機関に 

つないでいます。 

      ○ アルコール健康障害により内科等に通院している方や救急搬送された方 

が、身体科で処置を受けることは多いものの、その後、依存症に係る医療に

つながることが少ないため、医療機関への更なる理解促進や連携の強化が必

要です。 

○ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者及びその家 

族は自殺企図や失踪等、緊急対応が必要な場合もあることから、日頃から連 

携体制を整える必要があります。 

           ○ 自己破産や個人再生等、裁判所が関与する債務整理の場合は、弁護士から 

本人へギャンブル等依存症に関する相談や治療を促す流れが増えつつありま 

すが、任意整理や家族立替で借金返済する場合は、ギャンブル等依存症の疑 

いがあっても相談や治療等につながりにくい場合も多いことから、消費生活 

相談や生活困窮相談の窓口等でも金銭問題の解決だけでなく、大元となるギ 

ャンブル等依存症の克服のための連携等が必要です。 

【目標】 

      ○ 医療機関と相談支援機関、自助グループ等との連携体制を構築します。 

【具体的取組】 

      ○ 岩手県アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会や、県保 

健所圏域の各種協議会において、機関・団体の取組状況に係る情報共有や、 

課題に関する検討を行い、日常的な連携につなげます。 

           ○ 精神科救急医療体制連絡調整委員会等を活用し、アルコール関連問題やギ 

       ャンブル等依存症に関する実情を関係者間で共有、相互理解を深めます。 

          ○ 内科や救急等、アルコール健康障害を有する者が受診していることが多い 

と考えられる一般医療機関とアルコール依存症に対応している医療機関やア 

ルコール依存症の治療等の拠点となる専門医療機関との連携を促進します。 

      ○ 岩手県精神科救急情報センターは、アルコール健康障害を有する者やギャ 

ンブル等依存症である者が休日又は夜間に、希死念慮等や離脱症状等によ 

り、速やかな治療が必要と考えられる状態となった場合、アルコール健康障 

害を有する者やギャンブル等依存症である者又はその家族等から精神科救急 

受診に関する相談があった際は、相談内容から状態を把握し、必要な助言を 

行います。 

また、状況を把握した結果、救急受診が必要と判断された場合は、精神科 

救急医療機関の紹介を行います。 
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      ○ アルコール健康障害を有する者やギャンブル等依存症である者等及びその 

家族が早期に適切な支援につながり、継続して回復に取り組めるよう、医療 

機関、支援機関（警察、弁護士等、消費生活や困窮相談窓口等を含む）等が 

連携し、適切な支援機関や自助グループの紹介等を行います。 

      ○ 競馬主催者やぱちんこ事業者団体が設置している相談窓口において、ギャ 

ンブル等依存症が疑われる者が早期に適切な支援につながり、継続して回復 

に取り組めるよう、医療機関、岩手県精神保健福祉センター等の紹介を行い 

ます。 

 

エ 暴力・虐待・自殺等関連問題への対応  

【現状等】     

○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症は、配偶者暴力や虐待、自殺等 

の原因の一つと考えられるため、暴力行為、虐待、自殺未遂等をした者やそ 

の家族に対して、適切な支援を行う必要があります。 

      ○ 自殺等身体合併症を併発している精神障がい者については、精神科救急医 

療施設身体合併症対応施設において治療し、必要に応じて適切な支援機関に 

つないでいます。 

      ○ 自殺対策の一つとし、内閣府が企画制作したメンタルヘルス・ファースト 

エイドに基づいた「ゲートキーパー 養成研修用ＤＶＤ（被災地対応編）」 

の「アルコール依存編」を活用した人材育成が行われてきました。 

 
 

図 27 ゲートキーパー養成研修用ＤＶＤ（被災地対応編）のパッケージ  

  

【目標】 

○ 警察、消防、配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の関係機関と保 

健所が連携し、適切な支援につなぐ体制を構築します。 
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【具体的取組】 

○ 暴力・虐待、酩酊による事件・事故又は自殺未遂等の問題を起こした者の 

うち、アルコール健康障害やギャンブル等依存症が疑われる場合には、警 

察、消防、配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の関係機関と保健所 

が連携し、当該暴力・虐待等の問題を起こした者又はその家族の問題を洗い 

出し、必要な支援を調整していくとともに、アルコール健康障害やギャンブ 

ル等依存症に関する自助グループ等が行う支援、専門医療機関における治療 

につなげるための取組を推進します。 

○ アルコール健康障害やギャンブル等依存症が自殺の危険因子の一つである 

ことに鑑み、自殺総合対策大綱（令和４年 10 月 14 日閣議決定）に基づき、 

その背景にある社会的・経済的要因の視点を踏まえつつ、アルコール問題や 

ギャンブル等依存症に関する関係機関等と連携し、啓発、相談窓口の整備、 

人材育成、自殺未遂者の再度の自殺企図の防止等の自殺対策を推進します。 
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⑵ アルコール健康障害対策 

ア 正しい知識の普及及び不適切な飲酒を防止する社会づくり 

(ｱ)  教育の振興等 

【現状等】 

○ 飲酒に伴うリスクについては、これまでも小学校から高等学校におけ 

るアルコール健康障害に関する教育、20 歳未満の飲酒防止や飲酒運転の 

撲滅に関する広報啓発、妊産婦や胎児・乳児への飲酒の悪影響に関する 

普及啓発、健康に配慮した飲酒に関する普及啓発等、様々な教育や啓発 

が行われてきました。 

○ 多量の飲酒が健康に悪影響を及ぼすことは、多くの県民が理解してい 

ますが、「健康に配慮した飲酒量」を理解している県民は５割未満にと 

どまっていることから、健康に配慮した飲酒の理解を促進する必要があ 

ります。16  

       ○ 東日本大震災津波の被災者の健康支援の一つとし、飲酒習慣の見直し 

を含むパンフレット「今日からできる健康づくりのための生活習慣!!」 

を作成し、応急仮設住宅入居者等に配布していました。（令和３年３月 

末終了） 

【目標】 

○ アルコール健康障害を有する者とその家族をできるだけ早期に適切な 

医療や支援につなげるため、広く県民に対して、積極的な普及啓発や学 

校教育等を行うことにより、アルコール健康障害に関する正しい知識の 

普及を図ります。 

          【具体的取組】 

○ アルコール健康障害は、飲酒をしていれば誰でもなる可能性があるこ 

と、アルコール依存症は、飲酒をコントロールできなくなる精神疾患で 

あること、適切な治療や支援を行うことにより十分回復し得ることにつ 

いて、啓発を行います。 

○ アルコール健康障害である者やその家族及び職場等の周囲の人々がア 

ルコール健康障害の問題に気付くことができるよう、初期症状等の情報 

について、周知を図ります。 

○ 市町村や医療機関等において、妊娠中や出産後の飲酒防止に向けた妊 

婦健診や母親学級、両親学級等で女性・妊婦等に対する妊婦自身や乳児 

への飲酒の悪影響に関する知識等の普及啓発を行います。 

○ 各市町村に設置している少年センター研修会の場において、青少年の 

飲酒の有害性についての講座を開催します。 

                                                
16 令和４年度「県民生活習慣実態調査」 
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○ アルコールが医薬品に影響を及ぼすことについて、医療関係者による 

注意喚起を行います。 

○ 小学校、中学校及び高等学校において、学習指導要領に基づき、アル 

コールが心身に及ぼす影響、20 歳未満の飲酒は法律で禁止されているこ 

と等の教育を行います。 

○ 学校における健康教育では、正しい知識を活用し、意思決定・行動選 

択できる児童生徒の育成を目指し、身近な人からの飲酒の誘いを断る方 

法等を学習内容に盛り込み、指導します。 

 ○ 幼稚園から高等学校までの児童・生徒に対して、非行防止教室等を通 

じて、20 歳未満の飲酒は違法であること等の指導を行います。 

○ 警察職員や学校薬剤師等、外部講師を活用した「薬物乱用防止教室」 

をすべての学校において開催します。 

○ 学校で進められている「がん教育」の観点からも、過度の飲酒による 

健康被害に関する教育を推進します。 

○ 県内の大学等高等教育機関において、アルコール健康障害に関する講 

義等を実施します。 

○ 学校で行っている教育活動を家庭にもお知らせする等、家庭での理解 

と協力を求めます。 

○ 県が全国健康保険協会岩手支部と締結している「岩手県の健康づくり 

の推進に向けた連携に関する覚書」に基づき、同団体が加入事業所に配 

布している「県からのお知らせ」を活用する等、健康に配慮した飲酒に 

ついて啓発を行います。 

○ 全国健康保険協会岩手支部が県、各経済団体、企業等と連携して実施 

している「いわて健康経営宣言」事業の取組等の中で、アルコール健康 

障害について周知を行います。 

(ｲ) 不適切な飲酒の誘引の防止 

【現状等】  

○ アルコール健康障害の発生を防止するために、不適切な飲酒を誘引し 

ない社会を形成することが必要であり、これまでも 20 歳未満への酒類 

の販売・供与・提供の禁止の告知や違反者に対する指導・取締が行われ 

てきました。 

      ○ 酒類関係事業者は、基本法を踏まえ、アルコール健康障害の発生、進 

行及び再発の防止に資するため、自主基準の改定等の対策を講ずること 

が望まれます。 
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○ 酒類関係事業者は、致酔性、依存性等の酒類の特殊性を踏まえた販売 

価格を設定することが望まれます。 

【目標】 

○ 関係機関と連携し、社会全体で不適切な飲酒の誘引の防止を図りま 

す。 

【具体的取組】 

○ 20 歳未満飲酒防止月間（４月）を中心に、国、市町村、関係団体、事 

業者等と連携し、20 歳未満の飲酒防止、飲酒運転の撲滅、若年者に対す 

るアルコール・ハラスメントの防止を広く地域住民に訴える活動を行い 

ます。 

○ 20 歳未満の飲酒等、非行防止について、全県的な啓発を図るため、関 

係機関・団体と連携し、県民運動を推進します。 

         ○ 酒類業界においては、20 歳未満や妊産婦等、飲酒すべきではない人の 

飲酒の誘引防止及びアルコール依存症の当事者への配慮の観点から、不 

適切な飲酒を誘引することのないよう、広告・宣伝に関する自主基準を 

遵守します。 

            ○ 酒類業界においては、20 歳未満への販売の禁止の周知を徹底すると 

ともに、酒類の特殊性とリスクについての知識の習得を含め、適正な販 

売管理の確保が図られるよう酒類販売管理研修の定期的な受講に取り組 

みます。 

            ○ 岩手県警察においては、風俗営業管理者等に対し、管理者講習等を通 

じて 20 歳未満への酒類提供の禁止の周知を徹底します。 

○ 岩手県警察においては、風俗営業を営む者等による営業所での 20 歳未 

満への酒類提供について、立入・指導の強化を図ります。 

              ○ 岩手県警察においては、酒類を飲用等した少年に対する補導の強化を 

図ります。 

○ 「正しい交通ルールを守る県民運動」の重点項目の一つに「飲酒運転 

の根絶」を掲げ、「飲酒運転４（し）ない運動」の実践や、「ハンドル 

キーパー運動」の取組を推進します。 

○ 交通安全教育において、飲酒運転の罰則について周知を図るととも 

に、飲酒運転体験ゴーグルを活用し、飲酒運転の危険性について啓発を 

行います。 

              ○ 岩手県警察においては、安全運転管理者に対する飲酒運転の根絶に向 

けた指導を行います。 

○ 鉄道事業者やバス事業者等において、点呼時のアルコール検知器の使 

用と目視等での酒気帯びの有無の確認の徹底に取り組みます。 
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○ バス事業者等に対し、アルコール検知器購入に対する助成や飲酒運転 

防止のための講習等の支援を行います。 

○ 岩手県警察においては、飲酒運転をした者に対する運転免許証取消処 

分者講習において、地域の相談・治療機関リストの提供や自助グループ 

の活用等により、アルコール依存症のおそれのある人が相談や治療を受 

けに行くきっかけとなるような取組を行います。 

コラム№７ 健康に配慮した飲酒のススメ 

 酒類業界では、不適切な飲酒の誘引を防止するため、広告・宣伝に関する自主基準の制定、

20 歳未満の飲酒防止や飲酒運転撲滅の啓発活動、酒類販売管理研修受講の促進等、さまざまな

取り組みを行っています。 

 その一つとして、ビール酒造組合と日本洋酒酒造組合では、お酒の特性と効用、また誤用に

よるマイナス面を啓発するための冊子「適正飲酒のススメ」を作成し配布しています。 

  

冊子では「お酒の効用」や「酔いのメカニズム」、「重要な適正飲

酒」といった飲酒に関する基礎知識のほか、「こんな飲酒 NG 編」と

して「20歳未満の飲酒」、「妊娠中・授乳期の飲酒」、「飲酒運

転」といった、誰もが一度は耳にしたことがある代表的な「不適切な

飲酒」について、なぜダメなのかを分かりやすく解説しています。 

 また、女性や高齢者は、より少ない飲酒量でアルコールの害を受け

ることや、普段あまり意識されることのない「お酒と薬の併用」「運

動前後の飲酒」、「入浴前の飲酒」の危険性についても注意を促して

います。 

巻末には飲酒状態の自己診断ができるチェックリストも収録され、

自分の飲酒が健康に配慮した飲酒かどうか確認することができます。 

 詳しくは、それぞれの酒造組合のホームページを御覧ください。 
 
ビール酒造組合  http://www.brewers.or.jp 

日本洋酒酒造組合 http://www.yoshu.or.jp/ 

 

イ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

【現状等】 

○ アルコール健康障害に係る相談業務は、岩手県精神保健福祉センターや保 

健所、市町村等において実施しています。 

○ 東日本大震災津波の被災地における被災者のこころのケアを実施するため 

に、こころのケアセンターを設置し、アルコール健康問題を含むこころの相 

談に対応しています。 

      ○ 本県におけるアルコール依存症の基準に当てはまる人の推計数の約 2,500 

人と比較すると相談件数が少なく、相談窓口が十分に利用されていないと考 

えられることから、相談窓口の利用を促進する必要があります。 

※ 令和４年度実績（16、17 ページ参照） 

岩手県精神保健福祉センター 161 件、保健所 190 件、断酒会 10 件、 

こころのケアセンター 45 件 

 

http://www.brewers.or.jp/
http://www.yoshu.or.jp/
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○  アルコール問題を抱える家族が、何年も相談できずにいた例や、本人や家 

族が問題を抱え込み、相談につながらない例が見られるため、様々な保健活 

動や相談窓口において、アルコール健康障害に早期に気づくことができるよ 

う人材育成するとともに、アルコール健康障害に気づいた地域住民の誰もが 

気軽に相談できるよう、相談窓口を明確化し、周知することが必要です。 

○ アルコール健康障害を有する者やその家族は、アルコール健康障害以外に 

も、虐待、自殺、犯罪等の様々な問題を抱えていることがあり、個々の状況 

に応じた適切な支援体制が求められています。 

○ アルコール健康障害を有する者の家族が対応に苦慮する場合が多いため、 

悩みを話し合い、アルコールによる問題行動への対応を学ぶ場として依存症 

家族教室を開催していますが、参加者が少ないため周知等、家族支援の強化 

が必要です。 

【目標】 

○ アルコール相談拠点機関をはじめとする相談機関の体制の整備を行い、相 

談から治療、回復支援に関係する機関の情報共有及び連携の促進を図ること 

により、地域において、アルコール健康障害を有する者とその家族が早期に 

適切な支援を受けられる体制を構築します。 

【具体的取組】 

○ アルコール健康障害を有する者とその家族等が早期に相談できる相談支援 

体制の整備、相談の拠点や地域で相談できる窓口を明確化するとともに、広 

く周知を行います。 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村において、「こころの健康 

相談」等を実施し、アルコール健康障害に関する相談に対応します。 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村は、断酒会員等と連携し、 

アルコール相談等を実施します。 

○ 生活困窮者自立支援制度に係る支援やその他のさまざまな相談制度で、ア 

ルコール健康障害に関する相談に対応し、適切な支援につなげます。 

○ 各運転免許センター等において、アルコール依存症等の一定の病気の疑い 

のある方の運転適性相談を実施します。 

○ 東日本大震災津波の被災地における被災者のこころのケアを実施するため 

の岩手県こころのケアセンターにおいて、アルコール健康障害を含むこころ 

の相談に対応します。 

○ 東日本大震災津波被災地で被災者の見守り相談支援を行う生活支援相談員 

の活動の中で、対象世帯のアルコール関連問題を把握し、適切な支援につな 

げます。 
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○ 岩手県精神保健福祉センター及び医療機関等において、アルコール健康障 

害に関する家族教室を開催し、積極的な周知を行います。 

コラム№８ 家族教室について 

依存症は本人が問題を自覚しにくく、治療や相談につながりにくい病気です。 

また、周りの人を巻き込む病気とも言われており、病状が進むにつれて家族や周りの人が疲れ

果ててしまう場合も少なくありません。 

岩手県精神保健福祉センターでは家族教室を開催し、依存症に関する正しい知識を学び、本人

の回復のために家族ができることを一緒に考えます。 

専門のスタッフや同じ悩みを抱える家族とともに話し合い、本人だけでなく家族自身の健康を

回復する機会としてもぜひ御参加ください。 
 

◇日程：年間２期開催、各６回のプログラム 

◇会場：岩手県福祉総合相談センター会議室 

◇対象：依存症問題を有する人の家族 

◇スタッフ：心理職、看護師等の専門職員 

◇参加費：無料 

 

詳細は岩手県精神保健福祉センター（019-629-9617）へお問い合わせください。 
 

   写真：教室風景 

 
 

ウ 保健・医療における質の向上と連携の促進 

(ｱ)  健康診断及び保健指導  

【現状等】 

○ アルコール健康障害を予防するために、早期介入の取組が重要です。 

○ 妊産婦に対しては、これまでも市町村において、母子健康手帳交付時 

や家庭訪問等で、飲酒防止や飲酒による影響等についての保健指導が行 

われてきました。 
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○ 市町村や医療保険者において、特定健診の標準的な質問票により生活 

習慣病のリスクを高める飲酒（１日の平均純アルコール摂取量男性 40 

ｇ、女性 20ｇ以上）が確認された方には、健康に配慮した飲酒について 

の指導及び支援が行われてきました。 

○ アルコール健康障害を予防するための早期介入の手立ての一つである 

特定健康診査の受診率及び特定保健指導の実施率の向上に向けた取組を 

推進する必要があります。 

【目標】 

        ○ 地域におけるアルコール健康障害予防のための体制を整備します。 

【具体的取組】 

○ 県においては、厚生労働科学研究データベースや国立研究開発法人医 

療研究開発機構（ＡМＥＤ）における研究成果について情報収集を行 

い、関係機関に提供するとともに事業実施の際に活用します。 

○ 県健康国保課において、「岩手県医療等ビッグデータ利活用システ 

ム」に集約している特定健康診査・特定保健指導データ等を用いて、現 

状分析した結果を市町村等に還元し、市町村等が取り組むアルコール健 

康障害を含む生活習慣病予防対策を支援します。 

○ 岩手県環境保健研究センターにおいて、「いわて健康データウェアハ 

ウス」に集約している県民の生活習慣に係るデータを用いて現状分析及 

び健康課題の明確化を行い、関係機関への情報還元や県民への情報発信 

を行います。 

○ 市町村は、母子健康手帳交付時や妊産婦訪問時に、飲酒が胎児・乳児 

に及ぼす影響に関する保健指導を行います。 

  また、各種保健事業や健康づくり事業において、アルコール健康障害 

に係る様々な教材等を活用しながら、アルコール健康障害に関する教育 

を実施します。 

○ 特定健康診査及び特定保健指導に係る「標準的な健診・保健指導プロ 

グラム（【令和６年度版】）」において、アルコール使用障害スクリー 

ニング（ＡＵＤＩＴ）の結果、アルコール依存症が疑われる者には、専門 

医療機関の受診につなげることが推奨されていることから、県は、特定 

健康診査・特定保健指導において、該当者に受診勧奨を行います。 

○ 岩手県環境保健研究センターにおいて、特定健康診査・特定保健指導 

従事者の知識や技術ための「特定健診・特定保健指導従事者研修」を行 

います。 
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○ 市町村や医療保険者において、特定健康診査の標準的な質問票により 

生活習慣病のリスクを高める飲酒（１日の平均純アルコール摂取量男性 

40ｇ、女性 20ｇ以上）が確認された者に対し、健康に配慮した飲酒につ 

いて指導及び支援を行います。 

○ 医療保険者や健診機関等における特定健康診査（特に被扶養者）の受 

診促進のための医療保険者や健診機関による課題検討会の開催等、職域 

における特定健康診査受診率や特定保健指導の実施率の向上に取り組み 

ます。 

○ 地域・職域連携推進協議会等により、地域保健と職域保健の連携を図 

るとともに、事業所への出前講座等飲酒に伴うリスクに関する啓発普及 

を行います。 
 

(ｲ)  アルコール健康障害に係る医療の充実等  

【現状等】 

○ 特定健康診査の結果、多量飲酒による肝機能の問題が指摘された場合 

に受診する医療機関は、多くの場合、内科等の一般医療機関であると考 

えられます。 

○ アルコール健康障害を有する者等が、地域においてアルコール依存症 

の治療に対応した専門的な医療を受けられるようにするために、専門的 

な医療提供体制の整備を促進し、さらに多くのアルコール依存症専門医 

療機関の選定を進める必要があります。 

○ アルコール健康障害に係る医療は、近年、大きく変化してきていると 

いわれている一方、減酒治療等の最新のアルコール使用障害に係る医療 

の情報が医療関係者に十分知られていない場合があり、医療を提供する 

側に向けてアルコール健康障害についての十分な知識を伝える取組が必 

要です。 

【目標】 

○ アルコール健康障害を有する者及びその家族が、その居住する地域に 

関わらず、質の高い医療を受けられるよう、専門医療機関の機能を明確 

化し、地域において必要な専門医療機関の整備、医療連携が推進できる 

基盤を構築します。 

【具体的取組】 

○ アルコール健康障害を有する者及びその家族が、必要な治療や支援を 

受けられるよう、診療実績を有する精神科病院等を中心に、専門的な医 

療提供体制の整備を促進し、アルコール依存症専門医療機関の選定につ 

なげるとともに、アルコール健康障害の治療に対応した地域の医療機関 

の拡充を図ります。 
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エ アルコール依存症である者等が円滑に回復、社会復帰できるようにするための 

社会づくり    

(ｱ) 社会復帰の支援 

【現状等】 

○ アルコール依存症からの円滑な回復のため、同じ問題を抱えた当事者 

同士が集まり、お互いに体験を共有し、分かち合うための自助グループ 

等への参加が重要です。 

○ 自助グループの周知を行っているものの、存在を知らない、存在を知 

っていても活動内容について知らないという場合が多く、市町村等から 

は、つなぎ先の現状が把握できていないとの声もあることから、より活 

動の周知等が必要です。 

○ 職場において飲酒を伴う会合への出席を求められることがきっかけで 

再飲酒ににつながってしまうことがあるといわれています。 

  また、通院や自助グループへの参加等のために、職場における周囲の 

理解と支援が必要とされることから職場を含む社会全体において、アル 

コール依存症に関する理解を促進しながら、就労及び復職の支援を行う 

必要があります。 

【目標】 

○ アルコール依存症である者等の円滑な回復と社会復帰に向けて、アル 

コール依存症に関する社会全体の正しい理解を促進するとともに、自助 

グループ等と連携し、アルコール依存症である者及びその家族に対する 

継続的な支援に取り組みます。 

【具体的取組】 

○ アルコール依存症である者等の回復や、社会復帰の支援が円滑に進む 

よう、アルコール依存症は回復する病気であること等を社会全体に啓発 

し、アルコール依存症に対する理解を促します。 

○ アルコール依存症は自殺の危険因子の一つであることから、保健所に 

おいて、自殺防止のための取組として行われている商工労働団体や事業 

所訪問の際に、アルコール健康障害に関する資料を提供し、休職からの 

復職・継続就労への支援について、理解を促します。 

○ 社会適応訓練事業や障がい福祉サービスの利用について周知します。 

○ 関係機関へ回復支援に係る社会資源についての情報を提供するととも 

に、相談者が適切な支援につながるよう、自助グループ等の機能を活用 

します。 
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(ｲ) 民間団体の活動に対する支援  

【現状等】 

○ アルコール依存症の回復においては、アルコール依存症である者とそ 

の家族による自助グループが重要な役割を果たしていますが、行政機関 

や専門医療機関等との連携や交流が減少しているとの声があります。 

○ 県内には、断酒会やＡＡ等の自助グループがあり、当事者が断酒を続 

けるための例会やミーティングの開催、アルコール健康障害や自助グル 

ープの活動の活動を広く県民に周知するための啓発活動等を行っている 

ことから、自助グループや民間団体と連携し、その機能を活用すること 

が求められます。 

○ 受診等につながっても、その後に関わりが断たれてしまう場合や、再 

発を繰り返す場合が多くあり、回復までのサポートのためにも、本人や 

家族に継続的に寄り添う、自助グループ等の伴走者が必要です。 

○ 自助グループ会員の高齢化や東日本大震災津波による被災、新型コロ 

ナウイルス感染症等の影響により、活動の継続が難しくなってきている 

との声があるほか、自助グループの活動地域が偏在していることから、 

自助グループの育成や活動の支援を行う必要があります。 

【目標】 

○ 自助グループや民間団体との連携を推進するとともに、自助グループ 

の設立及び活動の活性化を図ります。 

            【具体的取組】 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村、医療関係者等は関係 

者間で、地域における自助グループ等と積極的に交流し、情報共有に努 

めます。 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村、医療機関は、自助グ 

ループを地域の社会資源として活用し、それぞれの団体の機能に応じた 

役割を果たすことができる機会や場所を提供します。 

○ アルコール健康障害に関する啓発活動や研修会を行う際は、自助グル 

ープを利用した回復者の体験談や、回復事例を紹介すること等により、 

回復支援における自助グループの役割等を啓発します。 

○ アルコール健康障害に関する啓発活動等を行う際は、自助グループや 

民間団体と連携して取り組みます。 

○ 県においては、アルコール健康障害の改善に取り組む民間団体のミー 

ティング活動、普及啓発活動、相談活動を支援するほか、アルコール健 

康障害を抱える者等の問題解決に役立つ情報提供を行います。 
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コラム№９ 断酒会の活動について 

断酒会は、1958 年に誕生した酒害者（お酒に悩む人達）による酒害者のための自助組織です。 

1963 年には、全日本断酒連盟という全国ネットワークが完成し、現在では、会員本人とその家

族が酒のない新しい人生を明るく生きています。 

 自助組織とは、同じ悩みを持つ人たちが互いに理解しあい、支えあうことによって、問題を解

決していく組織です。 

では、今までとても無理だと思っていた断酒が、どうして断酒会に入会することで可能になる

のでしょうか。特別に難しいことをやっているわけではありません。 

断酒例会に出席して、会員一人一人が酒害体験と自分自身を率直に語り、聴くだけです。 

 断酒例会では、会員同士は完全に平等の立場です。 

 しかし、お酒を止めただけで全ての問題が解決されるわけではありません。 

長い飲酒生活の間に傷つき、あるいは失われた家族や社会との信頼関係を取り戻さなければな

りません。 

多くの仲間の話を聞くことにより、自分の過去を振り返り気づきを得る事によって、自分を見

直すことが出来るようになっていきます。 

 断酒例会でより多くの体験談を聴き、そして自分を振り返り語ることで、ひとつひとつの問題

が掘り起こされ、解決の糸口が見えてくるのです。 

解決することが償いに繋がり、償おうとする努力を通してあなた自身が立派に変わっていくの

です。 
 

「お酒はあなたのため、家族のために止めるのです。」 
 

断酒会について、詳しく知りたい方、参加してみたい方、悩み苦しんでいる本人、家族の方か

らの御連絡お待ちしております。 

お近くの断酒会・例会場、日時、連絡先等を見つけることができます。 

盛岡市、滝沢市、宮古市、釜石市、二戸市、久慈市、花巻市で例会を開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 岩手県断酒連合会事務局 電話：090-9033-1598 
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コラム№10 ＡＡの活動について 

ＡＡは、お酒をやめたいと願う人たちの集まりで、1935 年にアメリカで始まって以来、世界

180 カ国で活動しており、多くの人がお酒を必要としない毎日を送っています。 

会員になるには、どのくらいお酒を飲むか、医師がどのような診断をするかは問題ではありま

せん。 

自分にとってお酒が問題になっているかどうかが重要です。 

ＡＡは入会の手続きや会費は一切有りません。 

入会に当たってはミーティングに来ればよく、住所や氏名等のプライバシーをどこまで明かす

かは、自分で決めることができます。 

回復の基盤となるミーティングは、会議のようなものとは違い、飲酒の問題について助けを求

めるすべての人に対して、ＡＡメンバーが自分たちの経験を分かち合います。 

飲酒にまつわる経験と、どのようにしてＡＡに来たのか、そして、ＡＡに来るようになってど

のように自分の人生が変わったのか、自身の物語を語ります。 

もちろん、ミーティングで話されたことや、会った人のことは、その場にとどめておきます。 

また、家族や専門家が参加できるオープン（公開）のミーティングもあります。 

ＡＡとは何か、ＡＡは何をし、何をしないところなのかを知るために、このようなオープンの

ミーティングに参加することは最も良い方法です。 

様々な質問や疑問、ミーティングの情報、ＡＡの回復プログラムに関する書籍等については、

下記ホームページを参照するか、サービスセンターまでお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真：ＡＡ日本 40 周年記念集会 

 

 

○ＡＡ日本ゼネラルサービスオフィス（ＪＳО） 

（土日・祝祭日以外 10：00～18：00） 

  ホームページ：http://aajapan.org/   

電話：03-3590-5377  ＦＡＸ：03-3590-5419 

http://aajapan.org/
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⑶ ギャンブル等依存症対策 

ア 正しい知識の普及及び不適切なギャンブル等を防止する社会づくり 

(ｱ) 教育の振興等 

【現状等】 

        ○ 学校教育では、学習指導要領の保健体育科の指導内容において、精神 

疾患の一つとしてギャンブル等依存症を含めた依存症が取り上げられて 

おり、令和４年度入学生から年次進行で実施されています。 

       ○ 盛岡市医師会や学校、関係機関等が主催する啓発講演会等において、 

未来の風せいわ病院が講師となり、ギャンブル等依存症に関する教育を 

行っています。 

       ○ 岩手産業保健総合支援センター主催の事業者向け研修会等で、岩手県 

精神保健福祉センターが講師を務め、ギャンブル等依存症に関する教育 

を行う等、産業保健分野においてもギャンブル等依存症に関する教育が 

行われています。 

       ○ 成人年齢が 18 歳以上に引き下げられ、クレジットカードやローン契約 

等が可能となったことに伴い、若年層の多重債務等を未然に防ぐため、 

岩手県消費生活センター等において、学生向けの金融セミナーの開催等 

若年層に向けた教育や啓発を強化しています。 

        【目標】 

○ ギャンブル等依存症である者とその家族をできるだけ早期に適切な医 

療や支援につなげるため、広く県民に対して、積極的な普及啓発や学校 

教育等を行うことにより、ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普 

及を図ります。 

          【具体的取組】 

○ 学習指導要領に基づき、ギャンブル等依存症に関する理解を深めるた 

めの教育を行います。 

○ 国が作成した発達段階に応じた子ども向け啓発資料等を、保健の授業 

において活用する等、児童・生徒のギャンブル等依存症に関する理解を 

深めます。 

○ 学校で行われるギャンブル等依存症に関する教育の内容を、各家庭で 

共有する等、家庭におけるギャンブル等依存症への理解と予防への協力 

を求めます。 

       ○ 関係機関において、学生向けの金融セミナーを開催する等、若年層に 

向けた教育や啓発の強化に努めます。 
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(ｲ) 不適切なギャンブル等の誘引の防止 

【現状等】 

○ 競馬主催者においては、レース開催告知ポスターや新聞広告、競走番 

組表（出馬表）等を用いた注意喚起や、未成年者による勝馬投票券購入 

防止対策、本人又家族の申告による競馬場への入場やインターネット投 

票の制限の実施等に取り組んでいます。 

○ ぱちんこ事業者団体では、ぱちんこへの依存防止対策を担う専門員の 

養成や広告・宣伝への注意喚起標語の掲載等、ぱちんこへの過度なのめ 

り込みを防ぐための様々な取組を行っています。 

       ○ ぱちんこ営業所では、営業所内の駐車場における子どもの車内放置事 

故が問題となったため、平成 25 年１月に「子どもの車内放置防止対策マ 

ニュアル」を作成し、子連れでの入場の禁止の周知や巡回の徹底等、事 

故を防止するための取組を行っています。 

          【目標】 

○ 関連事業者と連携し、社会全体で不適切なギャンブル等の誘引の防止 

を図ります。 

【具体的取組】 

○ 競馬主催者においては、レース開催告知ポスターや新聞広告、競走番 

組表（出馬表）等に、「馬券は 20 歳になってから。程よく楽しむ大人の 

遊び。」の全国統一キャッチコピーを表記し、ギャンブル等依存症に関 

する普及啓発活動に取り組みます。 

○ 競馬主催者においては、勝馬投票券の購入を来場者本人がやめること 

を望む場合、又は家族が本人に購入をやめさせることを望む場合には、 

本人の競馬場への入場やインターネット投票の制限を行います。 

○ 競馬主催者においては、20 歳未満の勝馬投票券購入防止対策のため、 

注意喚起テロップの放映や、勝馬投票券の購入又は譲り受け禁止の場内 

放送、警備員による声掛け等を実施します。 

       ○ ぱちんこ営業所への 18 歳未満の立入防止のため、掲示物を活用した啓

発や身分証明書等による年齢確認の徹底します。 

○ 岩手県遊技業協同組合では、ぱちんこへの依存防止対策を行う「安心 

パチンコ・パチスロアドバイザー」を養成し、その周知を行います。 

○ 遊技業協同組合やぱちんこ営業所が発出する各種広告・宣伝において 

は、共通標語「パチンコ・パチスロは適度に楽しむ遊びです。のめり込 

みに注意しましょう。」を掲載します。 
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○ 来店者が１日の遊技使用上限金額等を申告し、上限に達した場合に、 

従業員が当該来店者に警告する「自己申告プログラム」や、本人の同意 

を得た家族からの同意に基づき、本人のぱちんこ営業所への入店を制限 

する「家族申告プログラム」の導入を促進します。 

○ ぱちんこ営業所において、「子どもの車内放置防止対策マニュアル」 

に基づき、子連れの入場禁止の周知や巡回等を徹底する等、子どもの事 

故防止のための取組を実施します。 

       ○ 「依存問題対策実施確認シート」により、ぱちんこ営業所における取 

組状況の確認を定期的に行います。 

○ 外部講師による研修会を開催する等、従業員のギャンブル等依存症へ 

の理解を深める取組を実施します。 

○ 県においては、県民に対する啓発活動により、不適切なギャンブル等 

の誘引の防止に関する取組を促します。 

○ 岩手県警察においては、引き続き遊技業の業務の適正化を図るための 

立入・指導を推進するとともに、違法なギャンブル等の指導の強化を図 

ります。 
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●コラム No.11 関係事業者による取組について 

競馬主催者や、ぱちんこ業界は、ギャンブル等への過度なのめり込み等を防止するために、 

ホームページでの注意喚起や相談窓口の掲載等を行っています。 

〔競馬主催者の例〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＪＲＡ日本中央競馬会ホームページより（https://www.jra.go.jp/company/social/disorder/） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jra.go.jp/company/social/disorder/
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※岩手競馬オフィシャルホームページより（http://www.iwatekeiba.or.jp/news/170403-2） 

http://www.iwatekeiba.or.jp/news/170403-2
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〔ぱちんこ業界の例〕 

   

※一般社団法人 日本遊技関連事業協会ホームページより(https://www.nichiyukyo.or.jp) 

 

 

 

 

 
 

※パチンコ・パチスロ産業 21 世紀会ホームページより（http://www.anshingoraku.link/izon_torikumi.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nichiyukyo.or.jp/
http://www.anshingoraku.link/izon_torikumi.html
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※パチンコ・パチスロ産業21世紀会ホームページより（http://www.anshingoraku.link/izon_nomerikomi.html） 

イ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

【現状等】 

○ ギャンブル等依存症に係る相談業務は、岩手県精神保健福祉センターや保 

健所、市町村において実施しています。 

○ 本県におけるギャンブル等依存が疑われる者の推計数の約 23,000 人と比 

較すると相談件数が少なく、相談窓口が十分に利用されていないと考えられ 

ることから、各相談窓口の一層の周知と活用の促進が必要です。 

※ 令和４年度実績（27 ページ参照） 

  岩手県精神保健福祉センター 140 件、保健所 ７件 

 

http://www.anshingoraku.link/izon_nomerikomi.html
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○ ギャンブル等の問題を抱える家族が、何年も相談できずにいた例や、本人 

や家族が問題を抱え込み、相談につながらない例が見られるため、様々な保 

健活動や相談窓口においてギャンブル等依存症に早期に気づくことができる 

よう人材育成するとともに、ギャンブル等依存症に気づいた地域住民の誰も 

が気軽に相談できるよう、相談窓口を明確化し、周知することが必要です。 

○ 岩手県立県民生活センター、法テラス等においては、ギャンブル等依存症 

症に関連した多重債務の相談に対応しています。 

○ 消費者信用生活協同組合においては、ギャンブル等依存を含めた様々なお 

金に関する相談対応を行っており、令和４年度のギャンブル等依存症に関す 

る相談件数は 93 件でした。 

○ 競馬主催者においては、ギャンブル等依存症相談窓口を設置し、全国公営 

競技施行者連絡協議会が設置した「公営競技ギャンブル依存症カウンセリン 

グセンター」の周知等に努めています。 

○ ぱちんこ事業者団体においては、ぱちんこ依存に関する相談に対応する 

「安心パチンコ・パチスロアドバイザー」の配置や、ぱちんこ依存に関する 

相談機関である、リカバリーサポート・ネットワーク（以下「ＲＳＮ」とい 

う。）の周知等に努めています。 

○ ギャンブル等依存症である者とその家族は、ギャンブル等依存症のほか、 

多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の様々な問題を抱えていることがあ 

り、個々の状況に応じた適切な相談支援が求められています。 

○ ギャンブル等依存症である者の家族が対応に苦慮する場合が多いため、悩 

みを話し合い、ギャンブル等依存症への対応を考える場として、家族のため 

の自助グループが開催されていますが、あまり知られていないため、周知 

等、家族支援の強化が必要です。 

【目標】 

○ ギャンブル等依存症相談拠点機関をはじめとする相談機関の体制の整備を 

行い、相談から治療、回復支援に関係する機関の情報共有及び連携の促進を 

図ることにより、地域において、ギャンブル等依存症である者とその家族が 

早期に適切な支援を受けられる体制を構築します。 

【具体的取組】 

○ ギャンブル等依存症である者及びその家族等が早期に相談できるよう、相 

談支援体制の整備、相談の拠点や地域で相談できる窓口を明確化するととも 

に、広く周知を行います。 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村において、「こころの健康 

相談」等を実施し、ギャンブル等依存症に関する相談に対応します。 
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○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村等において、必要に応じて 

専門プログラムを実施します。 

      ○ 消費者信用生活協同組合において、専門相談員がギャンブル等依存症に係 

る相談に対応します。 

○ 岩手県立県民生活センターや法テラス等の関係機関・団体の相談窓口にお 

いて、ギャンブル等依存症に関連した消費生活相談や多重債務に関する相談 

に対応し、適切な支援につなげます。 

○ 競馬主催者が設置する相談窓口において、「公営競技ギャンブル依存症カ 

ウンセリングセンター」の周知を図るとともに、相談を必要としている人に 

に対し、同センターへの相談を促進します。 

○ ぱちんこ事業者団体において、ぱちんこ依存に関する相談に対応する「安 

心パチンコ・パチスロアドバイザー」を配置し、「自己申告プログラム」等 

のギャンブル等依存症の防止対策や、ＲＳＮ、精神保健福祉センター等の相 

談機関の紹介を行います。 

○ 生活困窮者自立支援制度に係る自立相談支援機関や、生活保護の実施機関 

においてギャンブル等依存に起因する問題に関する相談に対応し、適切な支 

援につなげます。 

○ 東日本大震災津波の被災地における被災者のこころのケアを実施している 

岩手県こころのケアセンターにおいて、ギャンブル等依存を含むこころの相 

談に対応します。 

○ 東日本大震災津波被災地で被災者の見守り相談支援を行う生活支援相談員 

の活動の中で、対象世帯のギャンブル等依存に起因する問題についても把握 

に努め、適切な支援につなげます。 

○ ギャンブル等依存症である者の家族が、依存症についての正しい知識と対 

処法を習得し、適切な対応を行うことができるよう、家族のための自助グル 

ープ等について、積極的な周知を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



74 

 

●コラム No.12 借金問題への対応について 

 ギャンブル等依存症からの回復のためには、ギャンブル等により抱えた借金問題の解決も重

要であり、下記の相談窓口では、ギャンブル等に関連した借金問題の相談にも対応していま

す。 

 

○ 借金問題の相談窓口 

◇ 消費者ホットライン １８８（局番なしの３桁）  

◇ 東北財務局盛岡財務事務所 019-622-1637  

（平日９時～16時 30 分（ただし 12 時～13 時を除く）祝日・年末年始を除く） 

◇ 法テラス・サポートダイヤル 0570-078(おなや)374(みなし) 

（平日９時～21時  土曜日９時～17 時  祝日・年末年始を除く） 

◇消費者信用生活協同組合・お金の悩みホットライン 0120-979(くなく)-874(はなし) 

  （月曜～金曜 ９時～18 時） 
 

 依存症対策全国拠点機関である国立病院機構久里浜医療センターでは、同センターのホーム

ページにおいて、ギャンブル等依存症に起因する借金問題への適切な対処法として、家族等に

対し、下記のとおり呼び掛けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※久里浜医療センター ホームページより（https://kurihama.hosp.go.jp/hospital/section/gamble_info.html） 

 

 

 

 

借金問題への適切な対処法について                                  

多くの家族が治療の相談をする背景には、本人が借金の問題を繰り返すことがあります。 

多額の借金が発覚すると、家族は「早く何とかしなくては…」「今回でもう反省してくれるだろ

う」といった気持ちから、本人に代わって借金を肩代わりするのですが、しばらくするとまた多額

の借金が発覚します。 

このことは、家族にも生活にも深刻な影響を及ぼすだけではなく、本人のギャンブル問題の後始

末となり、さらなる借金の繰り返しにもつながります。本人の借金を家族が肩代わりすることは、

本人の立ち直りの機会を奪ってしまいますので、家族が借金の問題に直接関わることのないように

しましょう。 

まず家族が心がけることは、「借金は肩代わりしない」という姿勢を本人にはっきりと伝えるこ

とです。その上で「繰り返さないために治療が必要なこと」を伝えます。本人の言い訳や言い分に

は距離を取りましょう。大切なことは、借金はギャンブルが原因で起きたこと、そしてそれを返済

しなければならない、という事実と本人が向き合うことです。 

借金の問題には法律相談が役立つことがあります。専門家から返済方法や債務整理などについて

適切なアドバイスを得ることも有効です。法律相談は、本人が借金問題と向きあう貴重な経験にも

繋がります。治療が先か、借金の相談が先か、については、そのときの状況によって異なります。 

 家族が迷い、どうしていいかわからないことがあれば、ギャンブル依存の専門相談を利用するこ

とをお勧めします。 

借金問題について相談する窓口として、消費者ホットライン、多重債務者向け無料相談窓口、法

テラス、各地の弁護士会があります。借金の問題がある方は、相談内容、お住まいの住所などにあ

わせて、相談してみましょう。 

https://kurihama.hosp.go.jp/hospital/section/gamble_info.html
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 金融庁では、ギャンブル等依存症により多重債務に陥ることを防ぐための貸付自粛制度を紹

介しています。 

 

※金融庁ホームページより（https://www.fsa.go.jp/policy/kashikin/leaflet2020/05.pdf） 

 

 

https://www.fsa.go.jp/policy/kashikin/leaflet2020/05.pdf
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ウ 保健・医療における質の向上と連携の促進 

     【現状等】 

○ これまでは、県内にギャンブル等依存症の専門医療機関が無く、専門治療 

が必要な方は、県外の医療機関で入院治療を受けていました。 

しかし、退院後の通院が難しく、再発にいたるケースもありました。 

○ ギャンブル等依存症である者が、地域においてギャンブル等依存症の治療 

に対応した専門的な医療を受けられるようにするために、医療提供体制の整 

備を促進し、より多くのギャンブル等依存症専門医療機関の選定を進める必 

要があります。 

           ○ 他の精神疾患の方が、ギャンブル等依存症を合併する場合もありますが、 

保健医療関係者の理解が不十分で、誰でも発症する可能性があることが知ら 

れていない場合もあり、債務整理や金銭管理で対処されているケースも散見 

されます。 

○ 依存症対策全国センターでは、ギャンブル等依存症の治療にあたる医療従 

事者を対象としたギャンブル等依存症の専門性を向上させるための研修が行 

われていますが、アルコール依存症に関する研修会と比較すると、県内から 

の受講希望者は少ない状況です。 

      ○ ギャンブル等依存症の専門医療が必要な患者数を推計し、保健医療機関と 

共有するとともに、専門研修の開催や受講促進等により、ギャンブル等依存 

症に気づき、治療や相談支援にあたる人材を育成する必要があります。 

      ○ ＳＡＴ－Ｇ等を通じた従事者への教育が重要と考えられます。 

     【目標】 

○ ギャンブル等依存症である者が、その居住する地域に関わらず、質の高い 

医療を受けられるよう、専門医療機関の機能を明確化し、地域において必要 

な専門医療機関の整備、医療連携が推進できる基盤を構築します。 

     【具体的取組】 

○ ギャンブル等依存症である者及びその家族が、必要な治療や支援を受けら 

れるよう、診療実績を有する精神科病院等を中心に、専門的な医療提供体制 

の整備を促進し、専門医療機関の選定につなげるとともに、ギャンブル等依 

存症の治療に対応した地域の医療機関の拡充と周知を図ります。 

○ ギャンブル等依存症である者に対して効果的な治療を行うために、医療機 

関において、ギャンブル等依存症の専門プログラムの導入に努めます。 

○ 国立保健医療科学院が運営する厚生労働科学研究成果データベースや国立 

研究開発法人医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）の研究成果について、情報収集 

を行い、関係機関に提供するとともに、事業実施の際の活用に努めます。 
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エ ギャンブル等依存症である者等が円滑に回復、社会復帰できるようにするため 

の社会づくり 

(ｱ) 社会復帰の支援 

【現状等】 

○ ギャンブル等依存症からの円滑な回復のために、同じ問題を抱えた当 

事者同士が集まり、お互いに体験を共有し、分かち合うための自助グル 

ープ等への参加が重要です。 

○ 自助グループの周知を行っているものの存在を知らない、存在を知っ 

ていても活動内容を知られていない場合が多く、つなぎ先の現状が把握 

できていない等の声もあることから、より活動の周知等が必要です。 

○ ギャンブル等依存症に対する社会全体の理解が、十分ではないと考え 

られるため、円滑な回復のためにもギャンブル等依存症は、適切な治療 

や支援により回復が十分可能であるという正しい認識を社会全体に広め 

る必要があります。 

○ ギャンブル等依存症の回復のために、適切な金銭管理や家計改善のた 

めの伴走型支援が求められています。 

            【目標】 

○ ギャンブル等依存症である者等の円滑な回復と社会復帰に向けて、ギ 

ャンブル等依存症に関する社会全体の正しい理解を促進するとともに、 

自助グループ等と連携し、ギャンブル等依存症である者等及びその家族 

に対する継続的な支援に取り組みます。 

【具体的取組】 

○ ギャンブル等依存症である者等の回復や、社会復帰の支援が円滑に進 

むよう、ギャンブル等依存症は回復する病気であること等を社会全体に 

啓発し、ギャンブル依存症に対する理解を促進します。 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村、医療関係者等は、関 

係者間で地域における自助グループ等と積極的に交流し、情報共有に努 

めます。 

○ ギャンブル等依存症である者及びその家族を、関係機関・団体による 

金銭管理や家計改善の制度等につなげ、円滑な回復を支援します。 
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(ｲ) 民間団体の活動に対する支援  

【現状等】 

○ ギャンブル等依存症対策においては、世帯内でギャンブル等依存に起 

因する多重債務問題等に巻き込まれ苦しんでいる家族への支援も必要で 

あり、同じ悩みを抱えた家族がお互いに悩みを分かちあい、共有し、連 

携することでお互いに支え合う家族会等の自助グループの活動が重要な 

役割を果たしています。 

○ 県内では、自助グループ等として、当事者の集まりであるＧＡ（ギャ 

ンブラーズ・アノニマス）盛岡グループや、家族の集まりであるギャマ 

ノン盛岡グループが活動しています。 

○ 消費者信用生活協同組合においては、ギャンブル等依存に悩む方や家 

族が、問題の解決に向けて、お互いの悩みを語り合う「語り合い空間」 

を開催しており、専門カウンセラーを交えてのグループミーティングを 

行っています。 

○ 自助グループ等の数は、県内では未だ少ない状況であり、活動地域も 

限られていることから、自助グループ等の育成や活動への支援を行う必 

要があります。 

【目標】 

○ 自助グループ等の活動や取組について、周知を図るとともに、自助グ 

ループ等の活性化を図ります。 

【具体的取組】 

○ 岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村、医療機関等は、自助 

グループを地域の社会資源として活用し、それぞれの団体の機能に応じ 

た役割を果たすことができる機会や場所を提供します。 

○ 自助グループ等の活動や取組等について、相談支援機関や事業者団体 

等の関係機関のホームページやリーフレットの掲載等を行うことによ 

り、広く周知を図り、県民の理解を促進します。 

○ 自助グループ等が開催する事業等について、県は、主催者と積極的に 

連携を図りながら後援等を行うとともに、自助グループ等の活動や取組 

等を紹介するギャンブル等依存症に関する普及啓発イベントや研修会等 

を開催します。 

○ 自助グループ等の活性化に資するよう、相談支援機関や事業者団体等 

の関係機関と連携を図り、それぞれの団体の機能に応じた役割を果たす 

機会や場所を提供する等、自助グループ等の活動の支援に努めます。 
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○ 県においては、ギャンブル等依存症である者及びその家族が身近な地 

域で自助グループの活動に参加できるよう、新たな自助グループの設立 

に向けた支援にめます。 

 

⑷ その他の依存症対策 

    ○  依存症は、アルコール、ギャンブル等以外にも薬物やゲーム等、様々な依存症 

があり、たとえば、近年、課金を伴うオンラインゲームの過度な利用により、金 

銭問題が生じる等、日常生活や社会生活に悪影響を及ぼし問題となっています。 

       ○ その他の依存症についても疾病としての特性等は、アルコールやギャンブル等 

依存症と類似していることから、普及啓発や相談対応等、本計画の取組は、他の 

依存症対対策に応用できる内容が多くあります。 

      引き続き、取組を実施しながら、国の動向を踏まえ、対応を検討し、様々な依 

存症への対応力の向上に努めます。 
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Ⅳ 推進体制等 

１ 推進体制とそれぞれの責務 

⑴ 推進体制 

○ アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進す 

るためには、関係機関・団体による包括的な連携協力体制を構築する必要があり 

ます。 

   ○ 各分野の関係機関・団体等で構成する「岩手県アルコール健康障害・ギャンブ 

ル等依存症対策推進協議会」を開催し、関係機関・団体の取組に関する情報共有 

や、課題に関する検討等を実施しながら、本県におけるアルコール健康障害及び 

ギャンブル等依存症対策を推進します。 
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⑵ それぞれの責務 

アルコール健康障害対策基本法第４条から第９条及びギャンブル等依存症対策基 

本法第５条から第９条では、国、県、市町村、関係事業者、県民、医師、健康増進 

事業実施者、関連する業務に従事する者の責務が定められており、これらを踏まえ 

ながら、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策を推進します。 

    ア 国 

      アルコール健康障害対策基本法及びギャンブル等依存症対策基本法の基本理念 

にのっとり、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策を総合的に策定 

し、推進します。 

   イ 県 

     アルコール健康障害対策基本法及びギャンブル等依存症対策基本法の基本理念 

にのっとり、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策について、国との 

連携を図りながら本県の状況に応じた施策を策定し、対策を推進します。 

     ○ 県障がい保健福祉課は、本県のアルコール健康障害及びギャンブル等依存症 

対策に関する施策を総合的に企画・立案し、国、市町村、事業関係者、自助グ 

ループや民間団体、医療関係者等と連携しながら、アルコール健康障害及びギ 

ャンブル等依存症対策を推進します。 

        ○ 岩手県精神保健福祉センターは、県の精神保健福祉に係る技術的中核機関と 

して、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症に関する正しい知識の普 

及、複雑で困難なケースの相談支援、アルコール依存症やギャンブル等依存症 

である者及びその家族に対する支援を行う人材の育成を行います。 

  また、県内の自助グループや民間団体の活動を把握し支援するとともに、保 

健所、市町村、関係機関等に対し、専門的な立場から協力及び技術支援を行い 

ます。 

○ 保健所(盛岡市保健所を含む）は、アルコール健康障害及びギャンブル等依存 

症に関する正しい知識の普及、保健指導、市町村が対応困難なケースの相談支 

援、自助グループや民間団体の育成及び活動の支援を行います。 

 また、管内の医療機関、市町村、事業関係者、自助グループや民間団体等と 

連携しながら、管内のアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策を推進 

します。 

   ウ 市町村 

     アルコール健康障害対策基本法及びギャンブル等依存症対策基本法の基本理念 

にのっとり、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策に関し、国、県と 

の連携を図りながら施策を推進します。 
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    ○ 健康増進法に基づく生活習慣相談等及び精神保健及び精神障害者福祉に関す 

る法律に基づく、正しい知識の普及・相談支援等の一つとして、アルコール健

康障害及びギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及、保健指導、相談支

援を行うとともに、保健所や岩手県精神保健センター等と連携しながら、自助

グループや民間団体の育成及び活動を支援することが求められます。 

   エ 関係事業者 

国及び地方公共団体が実施するアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対 

策に協力するとともに、その事業活動を行うに当たっては、アルコール健康障害 

及びギャンブル等依存症の予防等（発症、進行及び再発の防止をいう。）に配慮 

するよう努めることが求められます。 

   オ 県民 

県民は、アルコール健康障害及びギャンブル等依存症に係る問題（これに関連 

して生ずる多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題を含む。）に関する関心 

と理解を深め、予防等に必要な注意を払うように努めることが求められます。 

カ 関連する業務に従事する者 

  医療、保健、福祉、教育、法務、矯正その他のアルコール健康障害及びギャン 

ブル等依存症対策に関連する業務に従事する者は、国及び地方公共団体が実施す 

るアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策に協力し、予防等及び回復に 

寄与するよう努めることが求められます。 

   キ 医師その他医療関係者 

     国及び地方公共団体が実施するアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対 

策に協力し、予防等に寄与するよう努めるとともに、アルコール健康障害及びギ 

ャンブル等依存症の良質かつ適切な医療を行うよう努めることが求められます。 

   ク 自助グループ及び民間団体 

     アルコール健康障害及びギャンブル等依存症の回復における、重要な社会資源

として、当事者及び家族の回復のための例会・ミーティングの開催や情報発信に

取り組むことが求められます。 

          また、岩手県精神保健福祉センター、保健所、市町村等と積極的に交流し、県 

や市町村が行うアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策に協力するよう 

努めることが求められます。 

   ケ 健康増進事業実施者（医療保険者等） 

     国及び地方公共団体が行うアルコール健康障害及びギャンブル等依存症に協力 

するよう努めることが求められます。 
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２ 関連施策との有機的な連携 

本計画に基づくアルコール健康障害及びギャンブル等依存症対策の推進に当たって 

は、「岩手県保健医療計画」、その他の保健・医療・福祉の各分野に関する計画に基 

づく施策や多重債務相談に関連する施策等との有機的な連携を図りながら対策を推進 

します。 

 

３ 計画の評価及び見直し 

  ○ 県は、本計画で取り上げた統計等の最新データと関連事業の実施状況等につい

て、毎年度調査を行い、計画の進捗状況を評価し、岩手県アルコール健康障害・ギ

ャンブル等依存症対策推進協議会に報告します。 

   ○  計画策定年度から３年後となる令和８年度及び計画期間の最終年度に当たる令和

11 年度に、本計画に基づく取組の評価を行い、必要に応じて、本計画の見直しを行

います。 

      また、その他社会情勢の変化等に的確に対応するため、必要と認められる場合

は、岩手県アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会の意見を聞き

ながら、本計画の見直しを行います。 
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Ⅴ 参考資料 

１ アルコール健康障害対策基本法 
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２ 国アルコール健康障害対策推進基本計画（概要）【第２期（令和３年度から令和７

年度）】 
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３ 保健指導におけるアルコール使用障害スクリーニング（ＡＵＤＩＴ）とその評価結

果 に基づく減酒支援（ブリーフインターベンション）の手引き（標準的な健診・保

健指導プログラム【令和６年度版】第３編 保健指導 別添２） 
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【出典】厚生労働省ホームページより 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000194155_00004.html） 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000194155_00004.html
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４ アルコール依存症である者と家族のためのミーティング活動を行っている精神科病 

院問い合わせ先一覧 

○ 独立行政法人国立病院機構花巻病院 

  〒025-0033 花巻市諏訪５００ 電話 0198-24-0511 

○ 岩手県立南光病院 

〒029-0131 一関市狐禅寺字大平１７番地 電話 0191-23-3655 

【参加申込及び問い合わせ先】 

一関市健康づくり課健康推進係 電話 0191-21-2160 

   平泉町保健センター 電話 0191-46-5571 

   岩手県一関保健所保健課 電話 0191-26-1415 

   岩手県立南光病院医療福祉相談室 電話 0191-23-3655 

○ 岩手県立一戸病院 ※場所の提供 

   〒028-5312 一戸町一戸字砂森６０－１ 電話 0195-33-3101 

    【参加申込及び問い合わせ先】 久慈断酒新生会 電話 090-9033-1598 

○ 岩手県立大船渡病院 

〒022-8512 大船渡市大船渡町字山馬越１０－１ 電話 0192-26-1111 

○ 花北病院 

  〒024-0004 北上市村崎野１６－８９－１ 電話 0197-66-2311  

○ 宮古山口病院 

   〒027-0063 宮古市山口５－３－２０ 電話 0193-62-3945  

○ 三陸病院 

   〒027-0048 宮古市板屋１－６－３６ 電話 0193-62-7021  

○ 北リアス病院 

〒028-0015 久慈市源道１２－１１１ 電話 0194-53-2323  

 

５ 依存症家族教室問い合わせ先 

○ 岩手県精神保健福祉センター 

     〒020-0015 盛岡市本町通三丁目 19-1 岩手県福祉総合相談センター４階 

     電話 019-629-9617 

 

６ アルコール健康障害を有する者等やその家族の自助グループ問い合わせ先一覧 

○ 岩手県断酒連合会 

     電話 090-9033-1598   FAX 019-903-0163 

     E-mail yasuo-39@hotmail.co.jp 

 

 

mailto:yasuo-39@hotmail.co.jp
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○ 公益社団法人 全日本断酒連盟 

   月曜～金曜 10：00～18：00（祝土日・年末年始は休み） 

     電話：03-3863-1600    ＦＡＸ：03-3863-1691 

     全日本断酒連盟ホームページ  http://www.dansyu-renmei.or.jp/ 

○ ＮＰО法人いわて断酒会 

会場：花巻市野田３６７－２ 

   開催日：毎月 第１・3 日曜日 13:00～ 

   電話・ＦＡＸ 0198-22-5472（同一番号）  携帯電話 080-9633-0342（成島） 

○ ＡＡ 

     ⑴  東北セントラルオフィス 

      月曜・水曜・金曜 13：00～16：00 

      電話・ＦＡＸ 022-276-5210（同一番号） 

⑵ ＡＡ日本ゼネラルサービスオフィス（ＪＳО） 

    月曜～金曜 10：00～18：00（祝日・年末年始は休み） 

      電話：3-3590-5377   ＦＡＸ：03-3590-5419 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.dansyu-renmei.or.jp/
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７ ギャンブル等依存症対策推進基本法 
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８ ギャンブル等依存症対策推進基本計画（概要）【第２期（令和４年度から令和６年

度）】 

 

 

９ ギャンブル等依存症である者やその家族の自助グループ等一覧 

○ ＧＡ盛岡グループ（当事者） 

     会場：カトリック四ツ家協会 

    住所：盛岡市本町通２－12－25 

    開催日：毎月第３土曜日 19：00～20：30   

    E-mail：ga.morioka.group.info@gmail.com 

   ○ ギャマノン盛岡グループ（家族） 

     会場：カトリック四ツ家協会 

     住所：盛岡市本町通２－12－25 

     開催日：毎月第２水曜日 13：30～15：30、毎月第４木曜日 18：30～20：30 

     E-mail：gamanon.morioka@gmail.com 

○ 消費者信用生活協同組合「語り合い空間」（当事者及び家族） 

〔盛岡会場〕 

住所：盛岡市南大通１丁目８番７号 ＣＦＣ第二ビル３階 

開催日：毎月第２・４木曜日 18：30～20：30（当事者） 

         毎月第３木曜日 18：30～20：30（家族） 

電話：019-653-0001   ＦＡＸ：019-653-6699 
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〔北上会場〕 

住所：北上市大通り１丁目３番１号北上開発ビル（おでんせプラザぐろーぶ） 

３階 

開催日：毎月第２・４金曜日 18：00～19：30（当事者） 

    毎月第３金曜日 18：00～19：30（家族） 

電話：0197-61-0133   ＦＡＸ：0197-61-0134 

○ 全国ギャンブル依存症家族の会 岩手（家族） 

    会場：いわて県民情報交流センターアイーナ（盛岡市盛岡駅西通一丁目７－１） 

開催日：月 1 回土曜日 13:30～15:30 

電話：090-1404-3327（田所） 

   ○ ギャンブル依存症問題を考える会（当事者 Zoom ミーティング） 

        開催日：毎週日曜日 9：00 から 又は 21：00 から 

     電話：070-4501-9625  E-mail：info@scga.jp 
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※ 公益社団法人ギャンブル等依存症問題を考える会ホームページより

(https://www.scga.jp/?news=2022zoom9ji) 

 

 

https://www.scga.jp/?news=2022zoom9ji
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10 簡易スクリーニングテスト（ＳＯＧＳ（サウス・オークス・ギャンブリング・スク

リーニング）） 

１． ギャンブルで負けたとき、負けた分を取り戻すために別の日にまた、ギャンブルをしたことがあり 

ますか。 

１．まったくそのようなことはない   ２．時々そうした（負けた回数の半分はしていない）  

３．負けた時は、たいていそうした   ４．負けた時は、いつもそうした 

【１・２＝０点、３・４＝１点】 

２． 実際はギャンブルに負けたのに、勝っていると吹聴したことがありますか。 

１．いいえ、一度もない（あるいはギャンブルをしたことはない）   

２．はい、でも負けた回数の半分もない  ３．はい、たいていそうだった 

【１＝０点、２・３＝１点】 

３． 自分には、賭けごとやギャンブルの問題があると思ったことがありますか。 

１．いいえ   ２．はい、過去にはあったが今はない   ３．はい 

【１＝０点、２・３＝１点】 

４． 意図していた以上にギャンブルをしたことがありますか。 

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

５． あなたのギャンブルについてまわりの人から非難されたことがありますか。 

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

６． 自分のギャンブルのやり方や、ギャンブルによって生じたことについて罪悪感を感じたことがあり 

ますか。  

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

７． 実際にはやめられないと分かっていても、ギャンブルを止めたいと思ったことはありますか 

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

８． ギャンブルをしていることを配偶者や子供、その他あなたにとって大事な人に知られないように、 

ギャンブルの券や宝くじ、賭博用の資金等を隠したことがありますか。 

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

９． 主にギャンブルが原因で、同居している人と口論になったことがありますか。 

          １．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

10. 誰かからお金を借りたのに、ギャンブルのために返せなくなったことがありますか。 

           １．はい   ２．いいえ 

【１＝１点、２＝０点】 

11. ギャンブルのために、仕事や学業の時間を浪費したことがありますか。 

１．はい   ２．いいえ 

【１＝１点 ２＝０点】 
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12. ギャンブルのため、又はギャンブルによる借金を返すためにお金を借りた経験がありま 

すか。 

 １．はい   ２．いいえ 

【１＝１点 ２＝０点】 

13. ギャンブルに使うお金をどのようにして作りますか。また、どのようにして借金をしますか。当て 

はまるものすべてをチェックしてください。 

１．生活費を削って   ２．配偶者や両親から   ３．親戚・知人から   ４．銀行から    

５．消費者金融から   ６．定期預金の解約   ７．保険の解約   ８．家財を売る    

９．その他 

【１～９＝１点 ※該当するすべての項目の点数を合計】 

 

 

合計点 判定結果 

５点以上 ギャンブル依存症の疑い 

１～４点 やや問題があり 

   ※ 特定非営利活動法人ＡＳＫ（アスク）ホームページより（https://www.ask.or.jp/article/679) 

 

11 依存症オンラインルーム 

ＡＳＫ認定依存症予防教育アドバイザーによる、依存症の進行・再発予防を目指す 

ことを目的とした、オンライン上の自助グループです。 

○ 【アルコール依存症】Room Ａ（アノニマス系） 

アルコール依存症に係るアノニマス系自助グループへの橋渡しを目的とするア 

ルコール依存症当事者のオンラインルーム（アノニマス系）です。 

内容：Skype チャット（24 時間）、Zoom 架け橋ミーティング（毎朝 6：30～ 

7：00） 

○ 【アルコール依存症】Room Ｄ（断酒会系） 

     アルコール依存症当事者と家族のためのオンラインルーム（断酒会系）です。 

Zoom 断酒例会は合同で行いますが、Skype チャットは３つに分かれています。 

内容：Skype チャット(24 時間)、合同 Zoom 断酒例会（毎週火・金 19：00～ 

21:00) 

⑴  Room Ｄ（アルコール依存症当事者／断酒会系） 

⑵  Room ＤＡ（アルコール依存症女性当事者のみ／断酒会系） 

アルコール依存症の女性当事者が参加できる Skype チャットのほか、毎月第 

３火曜日 21 時 10 分から約１時間、Zoom オンラインミーティングを開催して 

います。 

 

 

https://www.ask.or.jp/article/679


116 

 

⑶  Room ＤＦ（アルコール依存症家族／断酒会系） 

    アルコール依存症である者の家族限定の Skype チャットのほか、月２回家族 

のみの例会も開催しています。 
 

○ 【ギャンブル依存症】Room Ｇ 

      ギャンブル等依存症当事者のためのオンラインルームです。 

      内容：Skype チャット（24 時間）、Zoom ミーティング（毎週木曜 22：00～ 

23：00） 
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※ 特定非営利活動法人ＡＳＫ（アスク）ホームページより 

（https://www.ask.or.jp/adviser/online-room.html） 

https://www.ask.or.jp/adviser/online-room.html
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12 岩手県アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会設置要綱
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岩手県アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会 構成員  
（敬称略） 

区分 役職 氏名 

医療(４） 1 日本精神科病院協会岩手県支部 支部長 齊 藤  悦 郎 

2 岩手県医療局（一戸病院上席医療社会事業士） 加 藤  暁 子 

3 一般社団法人岩手県医師会 常任理事（内科医） 滝川 佐波子 

4 北リアス病院 名誉院長 遠 藤  五 郎 

学識経験者
(２) 

5 岩手医科大学神経精神科学講座 教授 大塚 耕太郎 

6 岩手県立大学看護学部 教授 佐 藤  公 子 

福祉(２) 
7 社会福祉法人岩手県社会福祉協議会 事務局次長 加 藤  勝 洋 

8 岩手県精神保健福祉士会 理事 阿 部  祐 太 

司法（２） 
9 岩手弁護士会 消費者問題対策委員会 委員 山 中  俊 介 

10 岩手県警察本部 生活安全企画課課長 前 川  剛 

行政等(４) 11 岩手県保健所長会（釜石保健所長） 柴 田  繁 啓 

12 岩手県精神保健福祉センター所長 小 川  修 

13 岩手県学校保健会養護教諭部会 会長 加藤 奈穂子 

14 盛岡市保健所長 矢 野  亮 佑 

支援機関(１) 15 消費者信用生活協同組合 専務理事 船ヶ澤 堅一  

当事者・家族
(４) 

16 岩手県断酒連合会 会長 竹 中  保 夫 

17 岩手県断酒連合会 家族会会員 い づ み 

18 
就労継続支援Ｂ型事業所 プレイズ 

施設長 
常 盤  拓 史 

19 ギャンブル家族会 会員 田 巻  晃 

製造・販売
(２) 

20 岩手県小売酒販組合連合会 会長 遠 藤  正 志 

21 岩手県酒造組合 組合員 工 藤  朋 

事業者団体
（２） 

22 岩手県競馬組合 経営管理部長 鎌 田  泰 行 

23 岩手県遊技業協同組合 専務理事 藤 原  剛 
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岩手県アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進計画 

令和６年 3月 

岩手県保健福祉部 

020-8570 盛岡市内丸 10 番 1 号 

 

障がい保健福祉課（こころの支援担当） 

電話 019-629-5450 

FAX 019-629-5454 

E-mail AD0006@pref.iwate.jp 

 

 


